
0 1,700
指標 （人）

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 270 270 270 270 合計 270,000 円
委託料 270,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 270 270 270 270

職員人件費　② 1,617 224 76 303

総事業費（①＋②） 1,887 494 346 573

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 生涯学習
施策体系

施

和

策の内容 学習活動の支

３

援

目
　
　
　
的

　核家族

年

化が進み、子どもへの

度

接し方がわか

主
た
る
内

評

容

○小学校区家庭教育

価

推進協議会の実施
らな

）

いと不安を抱える親が

刈

増加している現状
に対

谷

し、各種事業を地域に

市

おいて実施するこ
とで

事

、家庭や地域の教育力

務

の向上を図る。

位
置
づ

事

け

関連計画  

根拠法令

業

 

対象者 市民 事業期間

評

～

実施方法 □直営　■

価

委託　□指定管理　□

シ

補助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

名

績

元年度実績 ２年度実

担

績 ３年度実績 ４年度計

当

画

東刈谷小学校区家庭

部

教育地域 東刈谷小学校

教

区家庭教育地域 富士松

育

東小学校区家庭教育地

部

富士松東小学校区家庭

一

教育地
推進協議会 推進

般

事業 域推進事業 域推進

会

事業
・プログラミング

計

教室 ・心肺蘇生法、Ａ

家

ＥＤの使い ・災害対策

庭

訓練
・ボランティア活

教

動 　方 ・あいさつ交通

育

安全運動
・災害対策訓

地

練 ・あいさつ交通安全

域

運動 ・アルミ缶、ペッ

推

トボトルキ
・親父の会

進

企画「ウィンター ・ア

事

ルミ缶、ペットボトル

業

キ 　ャップ回収
　スク

担

ール」「サンキュース

当

　ャップ回収 ・創立4

課

0周年記念富東っ子音

生

　クール」 ・親父の会

涯

企画「オータムス 　楽

学

会
　クール」「卒業生

習

へのバル
　ーンアート

課

」
　学校、家庭、地域

款

が協力して家庭教育地

項

域活動、親子等ふれあ

目

い活動を行い、家庭教

担

育への意識の高揚が図

当

られた。

成果

　新型コ

係

ロナウイルス感染症の

青

影響を見極めつつ、内

少

容を工夫する必要があ

年

る。

課題

指標名称（単

係

位）
実績値 目標値

元年

1

度 ２年度 ３年度 ４年度

0

６年度

活動 家庭教育地

5

域推進事業延べ参加者

1

数 2,161 1,380 1,610 1,70



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　災害対策訓練や交

令

通安全運動など、教育

和

上重要かつ社会
・法的

４

業務
高い

需要が高い内

年

容の事業を実施するこ

度

とができている。
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要
・市民生活上必要

和

である　など

　代表と

３

なる小学校区の家庭教

年

育推進協議会に委託す

度

るこ
・コストの節減、

評

費用対効果
普通

とで、

価

学校、家庭、地域が協

）

力して事業を実施する

刈

ことが
効率性 ・執行体

谷

制の効率性 できるため

市

、最適な手段である。

事

・手段の最適性　など

務

　行事開催のため、学

事

校、家庭、地域が連携

業

して実施する
・市が主

評

体となって実施する
高

価

い
必要があるため、市

シ

が主体となって実施す

ー

ることは妥当で
妥当性

ト

　べき事業であるか あ

（

る。
・総合計画との整

様

合性　など

　個々の家

式

庭が協力し合い、学校

２

や地域と一丸となって

）

家

施策への ・施策への

会

貢献度
高い

庭教育を実

計

施するため、施策への

名

貢献度は高い。
・目標

担

達成度
貢献度 ・市民サ

当

ービスへの効果　など

部

今後の方向性 □拡充　

教

■現状維持　□改善・

育

効率化　□縮小　□終

部

期設定　□休止・廃止

一

　家庭及び地域の教育

般

力を高めるため、引続

会

き代表となる小学校区

計

を対象に家庭教育地域

家

活動や親子等ふれ合い

庭

活動
を実施する。

教育地域

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

推

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

進

評
　
価
　
∨

事業
担当課 生涯学習課

款 項 目 担当係 青少年係

10 5 1



Y ・北部生涯学習センター1DAY
　講座　　 　6講座61人受講 　講座　　　 5講座36人受講 　講座　　　 5講座43人受講 　講座　　　　　　　 5講座

・今まで実施したことのないジャンルの講座を積極的に企画・実施し、市民が学ぶ意欲を向上させることができた。

成果
・指導者名簿の中から講師を探すなど、新たに市民講座の講師として活躍の場を提供することができた。

・講座内容をマンネリ化させず、市民が受講したいと思える魅力ある講座を企画していけるように工夫していく必要があ

る。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 講座の年間受講者数（人） 644 258 391 440 600
指標
活動
指標

各市の講座実施実績より
他市との 　安城市：公民館講座（10公民館）　　148講座、1,717人参加
比較検証 　碧南市：文化教室　　40講座、542人参加

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 24,111 21,667 25,656 25,993 合計 25,6

Ｄ

56,040 円
委託

　

料 24,928,20

　

0 円

財
　
源

特定財源

　

1,236 448 68

Ｏ

0 1,494 使用料及

　

び賃借料 727,84

　

0 円

一般財源 22,

∧

875 21,219 2

　

4,976 24,49

　

9

職員人件費　② 2,

実

850 2,762 2,

　

196 2,121

総事

　

業費（①＋②） 26,

施

961 24,429 2

　

7,852 28,11

　

4

建
設
事
業

全体事業費

∨

（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 講座受講料

５年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 生

令

涯学習
施策体系

施策の

和

内容 学習機会の充実

目

３

　
　
　
的

　南部生涯学

年

習センターと北部生涯

度

学習セン

主
た
る
内
容

○

評

市民講座の開催
ターに

価

おいて、各種市民向け

）

講座を行い、市 　・連

刈

続講座
民の学習意欲の

谷

向上や学習活動への参

市

加促進   ・パソコン

事

講座
を図る。   ・タ

務

ブレット講座
  ・1

事

DAY講座

位
置
づ
け

関

業

連計画 刈谷市生涯学習

評

推進計画

根拠法令

対象

価

者 市内在住・在勤また

シ

は在学の人 事業期間 ～

ー

実施方法 □直営　■委

ト

託　□指定管理　□補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

元年度実績 ２年度実績

教

３年度実績 ４年度計画

育

・南部生涯学習センタ

部

ー市民 ・南部生涯学習

一

センター市民 ・南部生

般

涯学習センター市民 ・

会

南部生涯学習センター

計

市民
　講座　　 17

市

講座227人受講 　講

民

座　　　10講座87

講

人受講 　講座　　 1

座

6講座141人受講 　

開

講座　　　　　　　1

設

6講座
・北部生涯学習

等

センター市民 ・北部生

事

涯学習センター市民 ・

業

北部生涯学習センター

担

市民 ・北部生涯学習セ

当

ンター市民
　講座　　

課

 24講座285人受

生

講 　講座　　 13講

涯

座103人受講 　講座

学

　　 20講座161

習

人受講 　講座　　　　

課

　　　20講座
・南部

款

生涯学習センター1D

項

AY ・南部生涯学習セ

目

ンター1DAY ・南部

担

生涯学習センター1D

当

AY ・南部生涯学習セ

係

ンター1DAY
　講座

推

　　　 6講座71人

進

受講 　講座　　 　5

係

講座32人受講 　講座

1

　　　 6講座46人

0

受講 　講座　　　　　

5

　　 5講座
・北部生

1

涯学習センター1DAY ・北部生涯学習センター1DAY ・北部生涯学習センター1DA



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民の生涯学習活動に

令

対し、学習機会の提供

和

及び活動の
・法的業務

４

高い
支援をしており、

年

事業の必要性は高い。

度

必要性 ・市民ニーズ、

（

社会需要
・市民生活上

令

必要である　など

　各

和

種講座を開催すること

３

により、市民への多様

年

な学習プ
・コストの節

度

減、費用対効果
普通

ロ

評

グラムの提供、学習意

価

欲の一層の向上、参加

）

の促進を効
効率性 ・執

刈

行体制の効率性 率的に

谷

図っている。
・手段の

市

最適性　など

　時代の

事

潮流や市民ニーズに対

務

応したプログラムの提

事

供な
・市が主体となっ

業

て実施する
高い

ど、市

評

民の生涯学習活動を支

価

援するために、市の関

シ

与は必
妥当性 　べき事

ー

業であるか 要である。

ト

・総合計画との整合性

（

　など

　各種講座を実

様

施することで、市民の

式

学習意欲の向上及び

施

２

策への ・施策への貢献

）

度
普通

学習活動への参

会

加の促進に寄与してい

計

る。
・目標達成度

貢献

名

度 ・市民サービスへの

担

効果　など

今後の方向

当

性 □拡充　■現状維持

部

　□改善・効率化　□

教

縮小　□終期設定　□

育

休止・廃止

　引き続き

部

、南部及び北部生涯学

一

習センターにおいて多

般

彩な内容による講座を

会

行うことで､市民の学

計

習意欲の向上を図
ると

市

ともに生涯学習活動へ

民

の参加を促進していく

講

。

座開設

Ｃ
 
　
Ｈ

等

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

事

　
∧
　
評
　
価
　
∨

業
担当課 生涯学習課

款 項 目 担当係 推進係

10 5 1



1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 1,329 0 合計 1,329,138 円
委託料 1,186,138 円

財
　
源

特定財源 0 0 124 0 使用料及び賃借料 143,000 円

一般財源 0 0 1,205 0

職員人件費　② 0 0 492 0

総事業費（①＋②） 0 0 1,821 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金（国）

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 教育文化

基

令

本施策 生涯学習
施策体

和

系
施策の内容 生涯学習

３

施設の利用促進

目
　
　

年

　
的

　市民館全23施

度

設にオンライン対応の

評

環境を

主
た
る
内
容

○指

価

定管理料の追加
整備す

）

ることで、地域住民に

刈

よるオンライン 　Ｗｉ

谷

－Ｆｉ通信を含むイン

市

ターネット契約
会議等

事

の開催又は参加を可能

務

とする。 ○Ｗｅｂ会議

事

用パソコンのリース
○

業

Ｗｅｂ会議用パソコン

評

の保守管理

位
置
づ
け

関

価

連計画

根拠法令 刈谷市

シ

コミュニティ施設条例

ー

、刈谷市市民館施設維

ト

持管理要綱

対象者 市民

（

事業期間 令和３年度 ～

様

令和３年度

実施方法 ■

式

直営　□委託　■指定

１

管理　□補助・助成　

）

□その他

会計名 担当部 教育

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

元年度実績

一

２年度実績 ３年度実績

般

４年度計画

　 　 ・Ｗｉ

会

－Ｆｉ通信を含むイン

計

　
　 　 　ターネット契

市

約に係る指定 　
　 　 　

民

管理料の追加交付 　
　

館

　 ・Ｗｅｂ会議用パソ

オ

コン一式 　
　　　――

ン

――――― 　　　――

ラ

――――― 　のリース

イ

　　　―――――――

ン

　市民館全23施設に

化

Ｗｅｂ会議用のパソコ

推

ンを配備し、コロナ禍

進

における感染リスクの

事

低減を図るとともに、

業

オンライン

成果
対応の

担

環境を整備し、施設利

当

用者の利便性を向上さ

課

せることができた。

　

生

配備したパソコンが積

涯

極的に活用されるよう

学

、市が主催する会議の

習

オンライン化、指定管

課

理者への使い方講習の

款

実施、

施設利用者によ

項

るＷｉ－Ｆｉ利用のル

目

ール作り等について引

担

き続き検討を行う必要

当

がある。
課題

指標名称

係

（単位）
実績値 目標値

施

元年度 ２年度 ３年度 ４

設

年度 ６年度

活動 オンラ

係

イン会議実施回数（回

1

） ― ― 1 1 ―
指標
活動

0

指標

他市との
比較検証

5



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　コロナ禍にお

令

いて、相当人数が参集

和

する会議等の開催は
・

４

法的業務
高い

必要最小

年

限とし、参加者の安全

度

性に係るリスクを低減

（

する
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 ことの必

和

要性は高い。また、Ｗ

３

ｉ－Ｆｉ環境を活用し

年

た利
・市民生活上必要

度

である　など 用のニー

評

ズは高い。

　会議参加

価

者の市役所等会場への

）

参集による負担や職員

刈

に
・コストの節減、費

谷

用対効果
普通

よる会場

市

設営等の負担が軽減さ

事

れる。
効率性 ・執行体

務

制の効率性
・手段の最

事

適性　など

　公共施設

業

である各市民館におい

評

て、オンライン環境の

価

整
・市が主体となって

シ

実施する
普通

備状況に

ー

大きな差異が生じない

ト

よう、市が統一的に実

（

施す
妥当性 　べき事業

様

であるか る必要がある

式

。
・総合計画との整合

２

性　など

　市民館の維

）

持管理業務の効率化、

会

市民館利用者の利便性

計

施策への ・施策への貢

名

献度
普通

の向上が図ら

担

れ、地域活動の推進に

当

寄与している。
・目標

部

達成度
貢献度 ・市民サ

教

ービスへの効果　など

育

今後の方向性 □拡充　

部

□現状維持　□改善・

一

効率化　□縮小　□終

般

期設定　■休止・廃止

会

　令和4年2月完了。

計

令和4年度以後は、市

市

民館施設管理事業にお

民

いて配備したパソコン

館

の維持管理等を実施す

オ

る。

ンライ

Ｃ
 
　

ン

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

化

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

推進事業
担当課 生涯学習課

款 項 目 担当係 施設係

10 5 1



青少年作文ｺﾝｸｰﾙ
・青少年作文ｺﾝｸｰﾙ   　790通 ・合同街頭補導　　延べ356日・家族への手紙ｺﾝｸｰﾙ
・家族への手紙ｺﾝｸｰﾙ 　829通 ・合同街頭補導
・合同街頭補導　　延べ358日 ・少年の主張愛知県大会

　新型コロナウイルス感染症拡大のため、昨年度は中止とした作文の募集を再開した。児童生徒愛護会では学校、家庭、

成果
地域における青少年育成について情報共有を図り、共通の認識を得ることができた。また、学区内危険箇所調査を通学路

改善要望と合同で実施し、調査の効率化を図った。

　新型コロナウイルス感染症の影響下における事業の実施方法を工夫する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 合同街頭補導（延べ日数） 358 370 356 380 380
指標
成果 児童生徒愛護の集い参加者数（人） 181 0 0 700 200
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,181 1,448 1,916 3,933 合計 1,915,949 

Ｄ

円
報償費 379,14

　

3 円

財
　
源

特定財源

　

0 0 0 0 旅費 11,9

　

30 円
需用費 834

Ｏ

,376 円

一般財源

　

2,181 1,448

　

1,916 3,933

∧

委託料 690,500

　

 円

職員人件費　② 3

　

,620 2,688 2

実

,725 3,106

総

　

事業費（①＋②） 5,

　

801 4,136 4,

施

641 7,039

建
設

　

事
業

全体事業費（単位

　

：千円） 0 ３年度特定

∨

財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ

４

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

青少年育成
施策体系

施

和

策の内容 青少年を取り

３

巻く環境の整備

目
　
　

年

　
的

　市内小・中・高

度

等学校、関係機関で組

評

織す

主
た
る
内
容

○夏季

価

・冬季休業中、テスト

）

期間中、夜間等
る児童

刈

生徒愛護会の活動を中

谷

心に、児童生徒 　街頭

市

補導の実施
の生活指導

事

、安全確保等の取組を

務

行い、青少 ○児童生徒

事

愛護の集いの開催
年の

業

健全育成を図る。 ○善

評

行美徳表彰の実施
○家

価

庭の日・青少年作文コ

シ

ンクール、家族へ
　の

ー

手紙コンクールの実施

ト

○青年学級の開設

位
置

（

づ
け

関連計画

根拠法令

様

 

対象者 市民 事業期間

式

～

実施方法 ■直営　■

１

委託　□指定管理　□

）

補助・助成　□その他

会計名 担当部 教育部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

一

績

元年度実績 ２年度実

般

績 ３年度実績 ４年度計

会

画

・児童生徒愛護会定

計

例会　3回・児童生徒

青

愛護会定例会　3回・

少

児童生徒愛護会定例会

年

　3回・児童生徒愛護

健

会定例会
・中学校区生

全

活指導懇談会   （書

育

面により実施）    

成

(2回は書面により実

事

施) ・中学校区生活指

業

導懇談会　
　　　　　

担

　　　　　　6箇所・

当

善行美徳表彰　 　2

課

1件22人・善行美徳

生

表彰　　 21件21

涯

人・児童生徒愛護の集

学

い
・児童生徒愛護の集

習

い ・危険箇所調査　　

課

　102箇所・危険箇

款

所調査　　　133箇

項

所・善行美徳表彰
・善

目

行美徳表彰　   2

担

1件29人・合同街頭

当

補導　　延べ370日

係

・家庭の日作文ｺﾝｸ

青

ｰﾙ　 684通・危

少

険箇所調査
・危険箇所

年

調査     　73

係

箇所 ・青少年作文ｺﾝ

1

ｸｰﾙ　　 323通

0

・家庭の日作文ｺﾝｸ

5

ｰﾙ
・家庭の日作文ｺ

5

ﾝｸｰﾙ 　840通 ・家族への手紙ｺﾝｸｰﾙ   388通・



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　街頭補導活動、作文

令

コンクールなど各事業

和

を実施するこ
・法的業

４

務
高い

とにより、青少

年

年の非行防止や健全育

度

成の推進に寄与する
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要 ことができると

和

考えられ、必要性が高

３

い。
・市民生活上必要

年

である　など

　児童生

度

徒愛護会は各学校の生

評

徒指導主事等で構成さ

価

れて
・コストの節減、

）

費用対効果
高い

おり、

刈

各地域の実情にあわせ

谷

た取り組みや地域との

市

連携を
効率性 ・執行体

事

制の効率性 図ることが

務

できる。
・手段の最適

事

性　など 　学区内危険

業

箇所調査を通学路改善

評

要望と合同で実施し（

価

平成27年度～）、調

シ

査や対応検討の効率化

ー

を図っている。
　各事

ト

業を実施するにあたっ

（

ては、学校、家庭、地

様

域及び
・市が主体とな

式

って実施する
高い

関係

２

行政機関の連携が必要

）

であるため、市が主体

会

となって
妥当性 　べき

計

事業であるか 行うこと

名

が妥当である。
・総合

担

計画との整合性　など

当

　生活指導懇談会の開

部

催や合同街頭補導の実

教

施により、学

施策への

育

・施策への貢献度
普通

部

校、家庭、地域が一体

一

となって青少年の健全

般

育成に取り組
・目標達

会

成度 む環境づくりを推

計

進することができる。

青

貢献度 ・市民サービス

少

への効果　など

今後の

年

方向性 □拡充　■現状

健

維持　□改善・効率化

全

　□縮小　□終期設定

育

　□休止・廃止

　青少

成

年を取り巻く環境が大

事

きく変化する中、その

業

時々に対応すべき問題

担

を意識しながら、地域

当

ぐるみで児童生徒の
生

課

活指導・安全確保への

生

取り組みを促進できる

涯

よう、事業を引き続き

学

実施する。

習課

款 項

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

目

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

担

　
∨

当係 青少年係

10 5 5



1

値 目標値

元年度 ２年度

0

３年度 ４年度 ６年度

成

5

果 補助対象採択事業数

5

（事業） 2 1 1 5 5
指標
成果 参加者数（人） 228 887 600 700 700
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 199 100 100 500 合計 100,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 100,000 円

一般財源 199 100 100 500

職員人件費　② 770 299 303 455

総事業費（①＋②） 969 399 403 955

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 教育

令

文化

基本施策 青少年育

和

成
施策体系

施策の内容

３

青少年を取り巻く環境

年

の整備

目
　
　
　
的

　青

度

少年に自然体験、地域

評

活動、異世代交流

主
た

価

る
内
容

　複数の非営利

）

団体が連携して実施す

刈

る青少
等の多様な活動

谷

の機会を提供し、地域

市

社会を 年健全育成に大

事

きな効果が得られる先

務

駆的な
基盤とした青少

事

年健全育成の環境づく

業

りを推 事業に対して、

評

1事業10万円を上限

価

として補助
進する。 金

シ

を交付する。

位
置
づ
け

ー

関連計画

根拠法令

対象

ト

者 市民 事業期間 平成１

（

６年度 ～

実施方法 ■直

様

営　□委託　□指定管

式

理　■補助・助成　□

１

その他

）

会計名 担当部 教

Ｂ
　
事
　
業

育

　
実
　
績

元年度実績 ２

部

年度実績 ３年度実績 ４

一

年度計画

採択2事業 採

般

択1事業 採択1事業 応

会

募5事業
・「巨大流し

計

そうめんver2.0

ハ

・「パラソルを使った

ツ

かりっ ・「どろんこ案

ラ

山子コンテス
　水鉄砲

ツ

合戦住吉小の戦い」 　

か

ピー創作」（かりがね

り

小学   ト」（どろん

や

子道場等）
　（住吉小

っ

学校お父さんの会 　校

子

創立50周年事業実行

育

委員
  等） 　会等）

成

・「令和元年度サンキ

支

ュース
　クール」（東

援

刈谷小学校親
　父の会

事

等）

　補助金を交付す

業

ることにより、地域社

担

会を基盤とした多様な

当

活動の機会を提供し、

課

家庭や学校及び地域が

生

一体となって

成果
ハツ

涯

ラツとした子どもを育

学

む環境づくりを支援す

習

ることができた。

　新

課

型コロナウイルス感染

款

症の影響により応募が

項

少なかったことから、

目

実施可能な催し等につ

担

いて可能性を探る必要

当

があ

る。また、令和4

係

年度から新規に委嘱が

青

あった地域学校協働活

少

動推進員にも広報を行

年

い、周知を図る。
課題

係

指標名称（単位）
実績



0 5 5

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　青少年

令

の健やかな育成のため

和

に地域団体が自ら企画

４

・運
・法的業務

高い
営

年

する事業に対し補助金

度

を支出することは、有

（

意義かつ継
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 続

和

的な活動を支援するた

３

めに必要である。
・市

年

民生活上必要である　

度

など

　複数の団体が協

評

働して青少年健全育成

価

に関わることで、
・コ

）

ストの節減、費用対効

刈

果
普通

地域の連携強化

谷

につながる。
効率性 ・

市

執行体制の効率性
・手

事

段の最適性　など

　地

務

域住民及び非営利団体

事

が中心となる活動の活

業

性化につ
・市が主体と

評

なって実施する
普通

な

価

がるため、市が積極的

シ

に支援をすることは妥

ー

当である。
妥当性 　べ

ト

き事業であるか
・総合

（

計画との整合性　など

様

　青少年に多様な活動

式

（自然体験、異世代交

２

流等）の機会

施策への

）

・施策への貢献度
普通

会

を提供し、地域、学校

計

、家庭が一体となった

名

青少年健全育
・目標達

担

成度 成に寄与している

当

。
貢献度 ・市民サービ

部

スへの効果　など

今後

教

の方向性 □拡充　□現

育

状維持　■改善・効率

部

化　□縮小　□終期設

一

定　□休止・廃止

　他

般

の補助金等との整合性

会

を検討しながら、地域

計

、学校、家庭が一体と

ハ

なった青少年健全育成

ツ

活動を支援する必要が

ラ

ある。

ツかり

Ｃ
 

や

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

っ

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

子育成支援事業
担当課 生涯学習課

款 項 目 担当係 青少年係

1



5

52 1,081 1,100 1,100
指標

指標
開設状況

他市との 碧南市：7校中1校、週3日、知立市：7校中7校、週5日、両市とも小学校の教室で開設。高浜市：5校中5校、
比較検証 週5日、小学校のグラウンドで開設（雨天時は体育館）。安城市：21校中0校(Ｈ29年度廃止)

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 22,651 19,774 23,072 27,338 合計 23,071,999 円
報酬 2,555,712 円

財
　
源

特定財源 11,747 10,891 13,299 10,952 職員手当等 543,088 円
報償費 19,073,756 円

一般財源 10,904 8,883 9,773 16,386 旅費 124,800 円
需用費 470,996 円

職員人件費　② 4,852 3,360 4,921 4,545 役務費 303,647 円

総事業費（①＋②） 27,503 23,134 27,993 31,883

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 地域学校協働活動推進事業費
補助金（県）

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 教育文化

基

令

本施策 青少年育成
施策

和

体系
施策の内容 青少年

３

の自立支援と社会参加

年

の促進

目
　
　
　
的

　学

度

校、家庭、地域が連携

評

して放課後の子ど

主
た

価

る
内
容

　地域の人々の

）

参画を得て、遊びや学

刈

習、体
もの安心・安全

谷

な居場所を設け、子ど

市

もたち 験活動、地域住

事

民との交流等の取組を

務

行う放
が地域社会の中

事

で、心豊かで健やかに

業

育まれ 課後子ども教室

評

を開設する。
る環境づ

価

くりを推進する。 【体

シ

験教室】
○缶バッジ作

ー

り
○クリスマスグッズ

ト

作り
○折り紙遊び
○ニ

（

ュースポーツ
○英語遊

様

び
○ダンス
○キッズヨ

式

ガ　など

位
置
づ
け

関連

１

計画 子ども・子育て育

）

成支援事業計画、刈谷

会

市生涯学習推進計画

根

計

拠法令 刈谷市放課後子

名

ども教室事業実施要綱

担

、刈谷市地域学校協働

当

活動推進員設置要綱

対

部

象者 各小学校に在籍す

教

る児童 事業期間 平成２

育

０年度 ～

実施方法 ■直

部

営　□委託　□指定管

一

理　□補助・助成　□

般

その他

会計
放課後子ども

Ｂ
　
事
　
業

教

　
実
　
績

元年度実績 ２

室

年度実績 ３年度実績 ４

推

年度計画

市内全小学校

進

（15校）で実施 市内

事

全小学校（15校）で

業

実施 市内全小学校（1

担

5校）で実施 市内全小

当

学校（15校）で実施

課

・開催回数　875回

生

・開催回数　703回

涯

・開催回数　884回

学

・開催回数　892回

習

　地域住民の参画を得

課

て、小学生の安心・安

款

全な居場所を提供する

項

ことができた。

成果

・

目

新型コロナウイルス感

担

染症拡大のため、一部

当

の体験教室を中止とし

係

た。

・少人数学級が推

青

進されているため、実

少

施教室の確保が課題と

年

なる。
課題

指標名称（

係

単位）
実績値 目標値

元

1

年度 ２年度 ３年度 ４年

0

度 ６年度

活動 登録児童

5

数（人） 1,361 9



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　児童が心豊か

令

で健やかに育まれる環

和

境整備推進のため、
・

４

法的業務
高い

遊び、学

年

び、体験、地域の方々

度

と交流する場として、

（

放課
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 後の安心

和

・安全な居場所を確保

３

することが必要である

年

。
・市民生活上必要で

度

ある　など

　既存の学

評

校施設を利用すること

価

、また、地域住民にス

）

タ
・コストの節減、費

刈

用対効果
普通

ッフとし

谷

て参加いただくことに

市

より、効率的な事業の

事

推進
効率性 ・執行体制

務

の効率性 を図ることが

事

できる。
・手段の最適

業

性　など

　本事業を実

評

施するにあたっては学

価

校関係者との連携、協

シ

・市が主体となって実

ー

施する
普通

力が必要で

ト

あり、行政が主体とな

（

って積極的に関与する

様

必
妥当性 　べき事業で

式

あるか 要がある。
・総

２

合計画との整合性　な

）

ど

　日常的に交流する

会

ことが少ない他学年の

計

児童や地域の方

施策へ

名

の ・施策への貢献度
高

担

い
々と接する機会がで

当

き、児童の健全育成に

部

大きく寄与して
・目標

教

達成度 いる。
貢献度 ・

育

市民サービスへの効果

部

　など

今後の方向性 □

一

拡充　■現状維持　□

般

改善・効率化　□縮小

会

　□終期設定　□休止

計

・廃止

　令和4年度ま

放

では補助金が交付され

課

る見通しだが、それ以

後

降の扱いは未定である

子

。補助金の動向を注視

ど

しつつ、地域
学校協働

も

活動との兼ね合いを考

教

えながら、今後の運営

室

方法等について検討す

推

る必要がある。

進事業
担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

当

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

課

　
価
　
∨

生涯学習課

款 項 目 担当係 青少年係

10 5 5



5

で、中高生が気軽に立寄ることができる居場所づくりができた。学習支

成果
援を併設し、利用目的を増やしたことにより、利用の活性化を図ることができた。また、新型コロナウイルス感染症拡大

防止のため、テスト期間以外も創作活動室を開放した。

　中高生の自主性や社会性を育む自主活動につながるイベント等の仕掛けが必要である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

成果 延べ利用者数（人） 985 329 295 350 350
指標
成果 中高生が関わったイベントの回数 17 6 16 17 18
指標 （回）

碧南市：類似事業の実施（「ららくるにしばた」学習支援）
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,435 1,772 2,792 2,820 合計 2,791,706 円
委託料 2,791,706 円

財
　
源

特定財源 384 282 552 529

一般財源 2,051 1,490 2,240 2,291

職員人件費　② 1,925 1,568 1,590 1,742

総事業費（①＋②） 4,360 3,340 4,382 4,562

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３

Ｄ

年度特定財源名称

３年

　

度までの累積事業費 0

　

地域学校協働活動推進

　

事業費
補助金(県)

５

Ｏ

年度以降の事業費見込

　

0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 教育文化

基

令

本施策 青少年育成
施策

和

体系
施策の内容 青少年

３

の自立支援と社会参加

年

の促進

目
　
　
　
的

　中

度

高生が放課後等に気軽

評

に集まることがで

主
た

価

る
内
容

　放課後等に気

）

軽に立ち寄り、学習や

刈

交流が
きる居場所を提

谷

供する。また、中高生

市

自らイ できる中高生の

事

ための居場所を提供し

務

、声か
ベントの企画運

事

営に携わることができ

業

る機会 けや悩み等の相

評

談対応、自主的な活動

価

への支
を提供すること

シ

により、中高生の自立

ー

を支援 援を行う。また

ト

、大学生をピアカウン

（

セラー
する。 （仲間と

様

して相談に応じる人）

式

や学習支援ス
タッフと

１

して配置する。
○場所

）

　　総合文化センター

会

○開催日　毎週火・木

計

曜日　16時～21時

名

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

担

市子ども・子育て支援

当

事業計画

根拠法令 子ど

部

も・若者育成支援推進

教

法

対象者 市内在住また

育

は在学の中高生 事業期

部

間 平成２２年度 ～

実施

一

方法 □直営　■委託　

般

□指定管理　□補助・

会

助成　□その他

計
中高生の居場所

Ｂ

づ

　
事
　
業
　
実
　
績

元年

く

度実績 ２年度実績 ３年

り

度実績 ４年度計画

・利

事

用者数　　　  延べ

業

985人・利用者数　

担

　    延べ329

当

人・利用者数　　  

課

  延べ295人・利

生

用者数　　    延

涯

べ350人
・イベント

学

・イベント ・イベント

習

・イベント
　多目的ホ

課

ール開放始め4事業　

款

多目的ホール開放 　多

項

目的ホール開放始め3

目

事業　多目的ホール開

担

放始め3事業
  参加

当

者数　　     延

係

べ92人  参加者数

青

　　     延べ4

少

7人  参加者数　　

年

     延べ50人

係

  参加者数　　  

1

   延べ70人

　仲

0

間同士や大学生スタッ

5

フとの交流を深める中



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　地域でのコミ

令

ュニケーションの欠如

和

、若者の自立の遅れ
・

４

法的業務
高い

等、社会

年

環境が変化する中、中

度

高生が気軽に立寄り社

（

会参
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 加できる

和

場所が必要である。
・

３

市民生活上必要である

年

　など

　大学生をピア

度

カウンセラーとして養

評

成し、大学生自身の
・

価

コストの節減、費用対

）

効果
普通

意識、能力向

刈

上に繋げ、またその大

谷

学生をスタッフとして

市

効率性 ・執行体制の効

事

率性 配置することで事

務

業の効果が期待できる

事

。
・手段の最適性　な

業

ど

　中高生が放課後等

評

に気軽に立ち寄るなか

価

で交流を深め、
・市が

シ

主体となって実施する

ー

普通
悩みごとを安心し

ト

て相談できる環境づく

（

りや学習支援の場
妥当

様

性 　べき事業であるか

式

を提供することが必要

２

であるため、公共施設

）

内に開設し、
・総合計

会

画との整合性　など 市

計

が関与することが妥当

名

である。

　安心して過

担

ごせる居場所を設け、

当

同世代の仲間との交流

部

施策への ・施策への貢

教

献度
高い

や悩みの相談

育

等を行うことで、中高

部

生の自立を支援するこ

一

・目標達成度 とができ

般

る。
貢献度 ・市民サー

会

ビスへの効果　など

今

計

後の方向性 □拡充　□

中

現状維持　■改善・効

高

率化　□縮小　□終期

生

設定　□休止・廃止

　

の

引き続き、中高生が放

居

課後に気軽に立寄るこ

場

とができる居場所を提

所

供するとともに、ボラ

づ

ンティア活動や社会参

く

加
を支援する。また、

り

ピアカウンセラーもし

事

くは学習支援員として

業

の大学生スタッフの確

担

保に努めるなど、学習

当

支援を
実施し、利用の

課

活性化を図る。

生涯学習

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

課

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

款

　
価
　
∨

項 目 担当係 青少年係

10 5 5



みなどを聴き、他の支援機関と連携しながら相談

成果
窓口を実施することで、相談者とその家族の悩み解消のための検討や、心理的不安の軽減を行うことができた。

　困難な相談事例への対応のため、ケース検討会議を実施するなど、他機関との連携をさらに充実させる必要がある。ま

た、相談枠の拡充、外出できない相談者のためのアウトリーチやオンラインでの相談、他機関につなぐための同行支援な
課題

ど、相談者目線での支援の拡充を検討する必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 相談回数（回） ― 76 168 300 300
指標
活動
指標

豊田市若者サポートステーション：毎週火～日曜日実施
他市との 安城市若者相談窓口：毎週水曜日、毎月第1土曜日実施
比較検証 西尾市子ども・若者総合相談センター：毎週火～土曜日実施

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 840 1,607 6,396 合計 1,607,037 円
需用費 52,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 1,496,000 円
使用料及び賃借料 5

Ｄ

8,237 円

一般財

　

源 0 840 1,607

　

6,396

職員人件費

　

　② 0 4,106 3,

Ｏ

785 3,788

総事

　

業費（①＋②） 0 4,

　

946 5,392 10

∧

,184

建
設
事
業

全体

　

事業費（単位：千円）

　

0 ３年度特定財源名称

実

３年度までの累積事業

　

費 0

５年度以降の事業

　

費見込 0

施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 青少年育成
施策体系

和

施策の内容 青少年の自

３

立支援と社会参加の促

年

進

目
　
　
　
的

　ひきこ

度

もりやニート等の困難

評

を抱える子ど

主
た
る
内

価

容

○子ども・若者総合

）

相談窓口の実施
も・若

刈

者及びその家族に対し

谷

、専門の相談員 　対象

市

者　市内在住、在勤又

事

は在学で、概ね
による

務

相談窓口を開設するこ

事

とで、子ども・ 　　　

業

　　40歳までの人及

評

びその家族
若者の健全

価

な育成を図る。 　場所

シ

　　子ども相談センタ

ー

ー
　また、子ども・若

ト

者支援地域協議会を実

（

施 　日時　　毎週木曜

様

日　13時15分～1

式

9時
することで、子ど

１

も・若者支援機関同士

）

の連 　　　　　毎週土

会

曜日　9時45分～1

計

5時45分
携を図る。

名

　相談員　社会福祉士

担

、精神保健福祉士、
　

当

　　　　臨床心理士等

部

○子ども・若者支援地

教

域協議会の実施

位
置
づ

育

け

関連計画

根拠法令 子

部

ども・若者育成支援推

一

進法

対象者 子ども・若

般

者（概ね40歳まで）

会

事業期間 令和２年度 ～

計

実施方法 □直営　■委

子

託　□指定管理　□補

ど

助・助成　□その他

も・若者支援事業
担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

当

元年度実績 ２年度実績

課

３年度実績 ４年度計画

生

　 ・相談者数　 19

涯

人 ・相談者数   2

学

6人 ・相談者数  　

習

45人
　 ・相談回数 

課

　76回 ・相談回数 

款

 168回 ・相談回数

項

 　300回
　 ・子ど

目

も・若者支援地域協議

担

・子ども・若者支援地

当

域協議 ・子ども・若者

係

のための居場
　 　会開

青

催回数　3回 　会開催

少

回数　4回 　所開催回

年

数　12回
　　　――

係

――――― ・子ども・

1

若者支援地域協議
　会

0

開催回数　 4回

　ひ

5

きこもりやニートなど

5

社会的困難を抱える子ども・若者の不安や悩



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　社会的困難を抱え

令

る子ども・若者の増加

和

が社会問題化し
・法的

４

業務
高い

たことにより

年

、子ども・若者育成支

度

援推進法のもとで総合

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 相談窓口の体

和

制整備が努力義務とさ

３

れており、社会需要性

年

・市民生活上必要であ

度

る　など が高い。

　子

評

ども・若者総合相談窓

価

口は、子ども・若者支

）

援に精通
・コストの節

刈

減、費用対効果
高い

し

谷

たＮＰＯ法人に業務委

市

託しており、手段とし

事

て最適であ
効率性 ・執

務

行体制の効率性 る。
・

事

手段の最適性　など

　

業

相談内容に生活困窮が

評

含まれるため、無料で

価

相談窓口や
・市が主体

シ

となって実施する
高い

ー

居場所を開設すること

ト

が望ましく、そのため

（

には市が主体
妥当性 　

様

べき事業であるか とな

式

り実施すべきである。

２

・総合計画との整合性

）

　など

　社会的困難を

会

抱える子ども・若者を

計

支援することで青少

施

名

策への ・施策への貢献

担

度
高い

年の自立支援と

当

社会参加が図られるた

部

め、施策への貢献度
・

教

目標達成度 は高い。
貢

育

献度 ・市民サービスへ

部

の効果　など

今後の方

一

向性 ■拡充　□現状維

般

持　□改善・効率化　

会

□縮小　□終期設定　

計

□休止・廃止

　相談時

子

間外の支援（同行支援

ど

・ケース検討会議）や

も

、相談に来られない子

・

ども・若者のためにア

若

ウトリーチの実施
など

者

、相談体制の拡充の検

支

討が必要となる。また

援

、相談機関どうしの連

事

絡が円滑にできるよう

業

、子ども・若者支援地

担

域協議会による情報交

当

換を活発化させる必要

課

がある。

生涯学

Ｃ

習

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

課

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

款

∨

項 目 担当係 青少年係
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0

H23.3.30廃止済

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 33,880 0 12,379 952,263 合計 12,379,400 円
委託料 499,400 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 813,910 工事請負費 11,880,000 円

一般財源 33,880 0 12,379 138,353

職員人件費　② 1,232 0 2,271 2,273

総事業費（①＋②） 35,112 0 14,650 954,536

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 教育文化

基

令

本施策 生涯学習
施策体

和

系
施策の内容 生涯学習

３

施設の利用促進

目
　
　

年

　
的

　老朽化した施設

度

等を更新するとともに

評

、時

主
た
る
内
容

○内外

価

装、設備及び外構の改

）

修工事
代の変化や利用

刈

者ニーズを的確に捉え

谷

たリニ 　　構造：鉄筋

市

コンクリート造
ューア

事

ルを実施し、施設の利

務

用環境の向上及 　　　

事

　　地下1階、地上3

業

階建て
び市民の福祉の

評

増進を図る。 　　敷地

価

面積：34,310㎡

シ

　　延床面積： 3,

ー

745㎡

位
置
づ
け

関連

ト

計画 刈谷市公共施設等

（

総合管理計画、刈谷市

様

公共施設維持保全計画

式

根拠法令 刈谷市民休暇

１

村条例、刈谷市民休暇

）

村条例施行規則

対象者

会

市民 事業期間 平成３０

計

年度 ～ 令和４年度

実施

名

方法 ■直営　■委託　

担

□指定管理　□補助・

当

助成　□その他

部 教育部

一般会計

Ｂ

市

　
事
　
業
　
実
　
績

元年

民

度実績 ２年度実績 ３年

休

度実績 ４年度計画

・実

暇

施設計 　 ・大規模改造

村

工事 （Ｒ3繰越分含む

大

）
　 ・大規模改造工事

規

　
　
　　　―――――

模

――

　指定管理者と調

改

整の上、大規模改造工

造

事を進めることができ

事

た。

成果

　リニューア

業

ル後の魅力的な管理運

担

営を行うための検討を

当

行っていく必要がある

課

。

課題

指標名称（単位

生

）
実績値 目標値

元年度

涯

２年度 ３年度 ４年度 ６

学

年度

成果 年間客室稼働

習

率（％） 78.1 47

課

.9 64.5 75.0

款

80.0
指標
成果 宿泊

項

客数（人） 11,57

目

2 6,534 7,04

担

9 10,000 12,

当

000
指標

尾張旭市「

係

尾張あさひ苑（阿智村

施

）」継続運営
他市との

設

豊田市「リゾート安曇

係

野」H31.3.31

1

廃止済
比較検証 岡崎市

0

「桑谷山荘」H23.

5

12.31廃止済
碧南

1

市「車山みどり山荘」



∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　開館から20

令

年経過した現在でも8

和

0％を超える高い稼働

４

率
・法的業務

高い
を誇

年

る人気施設であること

度

、また近年の働き方改

（

革などの
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 社会

和

情勢からも市民の余暇

３

の活用を図る目的で設

年

置された
・市民生活上

度

必要である　など 市民

評

休暇村の果たす役割は

価

大きいことから、その

）

必要性は
高いと判断で

刈

きる。
　公共施設維持

谷

保全計画に基づき、開

市

館20年を経過した施

事

・コストの節減、費用

務

対効果
普通

設又は設備

事

を計画的に改修し、施

業

設の長寿命化を図るた

評

め
効率性 ・執行体制の

価

効率性 の予防保全を実

シ

施するとともに、高い

ー

稼働率を維持するた
・

ト

手段の最適性　など め

（

の魅力アップ改修を同

様

時に実施し、効率的な

式

投資を実施
する。
　宿

２

泊業は民間では成熟し

）

た産業であるため、市

会

が実施す
・市が主体と

計

なって実施する
普通

る

名

必要性は必ずしも高く

担

ないが、市が実施する

当

ことで市民
妥当性 　べ

部

き事業であるか 限定の

教

特別な宿泊施設として

育

、高い稼働率に裏付け

部

られる
・総合計画との

一

整合性　など 高い市民

般

ニーズに応えることが

会

できる。

　豊かな自然

計

環境の中、市民の心身

市

の健全な育成と余暇の

民

施策への ・施策への貢

休

献度
普通

活用を図ると

暇

いう他に類のない市民

村

サービスを提供するこ

大

・目標達成度 とができ

規

、市民のワーク・ライ

模

フ・バランスの実現を

改

支援
貢献度 ・市民サー

造

ビスへの効果　など す

事

る施策に貢献する事業

業

である。

今後の方向性

担

□拡充　■現状維持　

当

□改善・効率化　□縮

課

小　□終期設定　□休

生

止・廃止

　令和4年度

涯

まで引き続き大規模改

学

造工事を実施し、事業

習

完了予定。
　事業完了

課

後は、リニューアルし

款

た施設をしっかりとＰ

項

Ｒするとともに、新た

目

な施設及び設備を活用

担

した魅力的な管
理運営

当

を展開し、コロナ禍前

係

までは80％を超えて

施

いた高い稼働率の回復

設

及び更なる拡大を図っ

係

ていく。

10 5

Ｃ

1

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

0

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　



場　  中止 ・刈谷まなびの広場　 ・刈谷まなびの広場　 ・刈谷まなびの広場　10講座
         　14講座225人受講 　　　　　 17講座254人受講

            3事業136人参加

・大学教授等による専門的な講座を実施することにより、市民の学習意欲の向上を図ることができた。また大学連携講座

成果
の一部をオンラインと会場のハイブリッド方式で開催し、コロナ禍に即した方法で講座を行うことができた。

・市民講師企画講座を開催することで､市民の学ぶ楽しさから一歩前進した教える喜びを体験してもらえる機会を提供し､

教える第一歩を支援することができた。

・大学連携講座の実施においては大学の協力を得る必要があるため､大学との密な調整を通じて目標値の達成を図るため､

引き続き質の高い講座を目指すとともに、定住自立圏域にチラシなどで広く周知し、受講者数を一定数確保するよう努め
課題

る必要がある。

・社会情勢や時代に即した内容の講座を企画することで、市民の学習意欲をより一層高められるよう取組む必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

成果 市民講座の年間受講者数（人） 566 273 491 470 650
指標
成果 大学連携講座の年間受講者数（人） 192 49 186 200 350
指標

各市の講座実施

Ｄ

実績より
他市との 　安

　

城市：公民館講座（1

　

0公民館）　　148

　

講座、1,717人参

Ｏ

加
比較検証 　碧南市：

　

文化教室　　40講座

　

、542人参加

∧
　
　
実
　
　
施
　

Ｃ
　

　

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単∨ 位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,668 12,014 12,102 12,444 合計 12,102,257 円
役務費 13,980 円

財
　
源

特定財源 21 0 23 108 委託料 11,988,000 円
使用料及び賃借料 77,177 円

一般財源 11,647 12,014 12,079 12,336 負担金、補助及び
交付金 23,100 円

職員人件費　② 2,850 3,061 2,801 2,500

総事業費（①＋②） 14,518 15,075 14,903 14,944

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 講座受講料

５年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ

４

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

生涯学習
施策体系

施策

和

の内容 学習機会の充実

３

目
　
　
　
的

　中央生涯

年

学習センターにおいて

度

、市民講座

主
た
る
内
容

評

○市民講座の開催
や大

価

学連携講座など各種市

）

民向け講座及びイ ○大

刈

学連携講座（愛知教育

谷

大学、名城大学、
ベン

市

トを行い、市民の学習

事

意欲の向上や学習 　至

務

学館大学、愛知工業大

事

学）の開催
活動への参

業

加促進を図る。 ○市民

評

講師企画講座の開催
○

価

刈谷まなびの広場の開

シ

催

位
置
づ
け

関連計画 刈

ー

谷市生涯学習推進計画

ト

根拠法令

対象者 市内在

（

住・在勤または在学の

様

人など 事業期間 ～

実施

式

方法 □直営　□委託　

１

■指定管理　□補助・

）

助成　■その他

会計名 担当部 教育

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

元年

一

度実績 ２年度実績 ３年

般

度実績 ４年度計画

・市

会

民講座 32講座56

計

6人受講 ・市民講座 

市

18講座273人受講

民

・市民講座 32講座

講

491人受講 ・市民講

座

座     　　 2

開

6講座
・大学連携講座

設

・大学連携講座 ・大

等

学連携講座 ・大学連携

事

講座
愛知教育大学 4

業

講座85人受講 愛知教

担

育大学　      

当

  中止 愛知教育大学

課

 2講座57人受講 愛

生

知教育大学     

涯

　　2講座
名城大学 

学

 　 2講座24人受

習

講 名城大学　   1

課

講座49人受講 名城大

款

学  　 4講座99

項

人受講 名城大学  　

目

　   　　6講座
至

担

学館大学   1講座

当

44人受講 至学館大学

係

　　 　　　 中止 至

推

学館大学   1講座

進

20人受講 至学館大学

係

  　   　　2講

1

座
愛知工業大学 1講

0

座39人受講 愛知工業

5

大学　　      

1

中止 愛知工業大学 1

2

講座10人受講 愛知工業大学　   　　1講座
・刈谷まなびの広



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民の生涯学習活動

令

に対し、学習機会の提

和

供及び活動の
・法的業

４

務
高い

支援をしており

年

、事業の必要性は高い

度

。
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要
・市民生活

令

上必要である　など

　

和

各種講座、生涯学習イ

３

ベントの開催により市

年

民への多様
・コストの

度

節減、費用対効果
普通

評

な学習プログラムの提

価

供、学習意欲の一層の

）

向上や参加促
効率性 ・

刈

執行体制の効率性 進を

谷

効率的に行っている。

市

・手段の最適性　など

事

　時代の変化と市民ニ

務

ーズに対応したプログ

事

ラムの提供、
・市が主

業

体となって実施する
高

評

い
生涯学習イベントの

価

開催など市民の生涯学

シ

習活動を支援す
妥当性

ー

　べき事業であるか る

ト

ために、市の関与は必

（

要である。
・総合計画

様

との整合性　など

　各

式

種講座及び生涯学習イ

２

ベントを実施すること

）

で、市民

施策への ・施

会

策への貢献度
普通

の学

計

習意欲の向上及び学習

名

活動への参加の促進に

担

寄与して
・目標達成度

当

いる。
貢献度 ・市民サ

部

ービスへの効果　など

教

今後の方向性 □拡充　

育

■現状維持　□改善・

部

効率化　□縮小　□終

一

期設定　□休止・廃止

般

　引き続き中央生涯学

会

習センターにおいて、

計

市民講座や大学連携講

市

座など各種市民向け講

民

座及び生涯学習イベン

講

トを
行うことで､市民

座

の学習意欲の向上を図

開

るとともに学習活動へ

設

の参加を促進していく

等

。また、今後も市民講

事

師企画講座
を行うこと

業

で、新たに自らの技能

担

を教えたいと思う市民

当

の発掘を進めるととも

課

に、講座のサポートを

生

行っていく。

涯学習課

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

款

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

項

価
　
∨

目 担当係 推進係
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利用
　　485回　 10,940人 　　229回　  3,092人 　　399回　 5,790人

・大ホールでの自主事業として、「マタ・ハリ」(7月10.11日)、70周年プラス1事業「歌劇『夕鶴』」(1月30日)などを実

成果
施し、多くの市民に鑑賞してもらうことを通じて舞台芸術の普及、振興に寄与することができた。

・周年事業への参加を契機として新たに「アイリス少年少女合唱団」を創設することで、市内外の子どもたちが文化芸術

活動に参加し優れた芸術に触れる機会を創出し、次代の担い手育成を図ることができた。

・新型コロナウイルスの影響により一部予定事業が中止によって代替公演となったり、実施した事業も座席数を制限して

の開催となったため、延べ入場者数はコロナ前をやや下回ったが、引き続き感染対策の徹底を図りながら事業数の確保に
課題

努め、過去の実績を踏まえながら入場者数が見込める事業選定を行う必要がある。

・市民のニーズを捉え、実施内容について検討する必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

成果 文化振興事業入場者数（人） 28,489 11,842 24,989 25,000 36,000
指標
成果 大ホール稼働率（％） 70.5 34.9

Ｄ

64.6 65.0 80

　

.0
指標

同規模の文化

　

施設等の管理・運営・

　

企画を民間の指定管理

Ｏ

者に任せている自治体

　

、施設名、事業数
他市

　

との 　一宮市：一宮市

∧

民会館　4事業
比較検

　

証 　兵庫県明石市：明

　

石市民会館　32事業

実
　
　
施
　
　
∨

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 34,933 38,279 38,077 34,991 合計 38,077,000 円
委託料 38,077,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 34,933 38,279 38,077 34,991

職員人件費　② 3,620 3,136 3,558 2,803

総事業費（①＋②） 38,553 41,415 41,635 37,794

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

４

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 文化・

令

芸術
施策体系

施策の内

和

容 鑑賞・体験の機会づ

３

くり

目
　
　
　
的

　市民

年

に舞台芸術とふれあう

度

機会を提供し、

主
た
る

評

内
容

〇文化芸術創造の

価

拠点である総合文化セ

）

ン　
文化芸術意識の向

刈

上を図る。 　ターで、

谷

指定管理者が実施する

市

各種の文化
　普及鑑賞

事

事業を支援する。
〇発

務

表の場としての機能を

事

提供することで、
　市

業

民の芸術文化活動を支

評

援する。

位
置
づ
け

関連

価

計画 刈谷市文化振興基

シ

本計画

根拠法令 劇場、

ー

音楽堂等の活性化に関

ト

する法律

対象者 対象者

（

を限定せず 事業期間 平

様

成２３年度 ～

実施方法

式

□直営　□委託　■指

１

定管理　□補助・助成

）

　□その他

会計名 担当部 教育

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

元年度実

一

績 ２年度実績 ３年度実

般

績 ４年度計画

32事業

会

(有料28事業・無料

計

4事 22事業(有料2

文

0事業・無料2事 32

化

事業(有料28事業・

振

無料4事 32事業(有

興

料27事業・無料5事

事

業)を実施、入場者延

業

28,489人業)を

担

実施、入場者延11,

当

842人業)を実施、

課

入場者延24,989

生

人業)を実施
・大ホー

涯

ル利用 ・大ホール利用

学

・大ホール利用
　　5

習

58回　187,89

課

5人 　　261回　 

款

40,865人 　　5

項

35回　88,479

目

人
・小ホール利用 ・小

担

ホール利用 ・小ホール

当

利用
　　502回　 

係

43,685人 　　2

推

48回　 13,89

進

2人 　　380回　2

係

0,348人
・リハー

1

サル室1利用 ・リハー

0

サル室1利用 ・リハー

5

サル室1利用
　　31

1

3回   12,34

2

8人 　　168回    3,462人 　　374回　 6,508人
・リハーサル室2利用 ・リハーサル室2利用 ・リハーサル室2



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　身近な場所で様々な文化普

令

及・鑑賞事業を開催す

和

ること
・法的業務

普通

４

で、市民の舞台芸術作

年

品の鑑賞機会に対する

度

ニーズを実現
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

令

している。
・市民生活

和

上必要である　など

　

３

指定管理者による運営

年

を行うことで民間の備

度

えるノウハ
・コストの

評

節減、費用対効果
高い

価

ウを活用し、地方自治

）

体の文化施設では招聘

刈

することが難
効率性 ・

谷

執行体制の効率性 しい

市

事業を開催することに

事

成功している。
・手段

務

の最適性　など 　大規

事

模公演は、共同主催の

業

形で実施することで、

評

リスク
を抑えながら質

価

の高い公演を開催して

シ

いる。
　文化芸術創造

ー

の拠点となることで、

ト

「誇りと愛着のもて
・

（

市が主体となって実施

様

する
普通

るまちづくり

式

」施策を実現している

２

。また、普及活動とし

）

妥当性 　べき事業であ

会

るか ての市民スタッフ

計

育成事業、市民の発表

名

支援、芸術活動に
・総

担

合計画との整合性　な

当

ど 参加する子どもたち

部

の育成を通じて、「市

教

民が活動しやす
い施設

育

・環境づくり」施策を

部

実施している。
　著名

一

なアーティストや、芸

般

術性の高い公演を実施

会

するこ

施策への ・施策

計

への貢献度
高い

とによ

文

り、身近に質の高い舞

化

台芸術を鑑賞する機会

振

を提供
・目標達成度 す

興

ることで市民サービス

事

の向上を図っている。

業

また、セン
貢献度 ・市

担

民サービスへの効果　

当

など ターの知名度向上

課

により、刈谷市の認知

生

度アップに貢献し
てい

涯

る。

今後の方向性 □拡

学

充　■現状維持　□改

習

善・効率化　□縮小　

課

□終期設定　□休止・

款

廃止

　ホールの知名度

項

向上及びシティセール

目

スとして著名な公演の

担

誘致に力を入れるとと

当

もに、市民や地域の文

係

化芸術の
振興に寄与す

推

る公演を今後もバラン

進

スよく編成していく。

係

更に、出演者等による

1

ワークショップや講習

0

会などの機会
を創出す

5

ることで、市民やこど

1

もたちの文化芸術活動

2

への参加を支援していく。

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨



建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 生涯学習
施策体系

和

施策の内容 学習活動の

３

支援

目
　
　
　
的

社会教

年

育主事任用資格を取得

度

することで職員

主
た
る

評

内
容

講習参加に要する

価

費用を支出する。
の専

）

門性向上を図り、市民

刈

の学習活動への取
組み

谷

を支援する。

位
置
づ
け

市

関連計画 刈谷市生涯学

事

習推進計画

根拠法令 社

務

会教育法

対象者 市職員

事

事業期間 ～

実施方法 ■

業

直営　□委託　□指定

評

管理　□補助・助成　

価

□その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

元年度実績

計

２年度実績 ３年度実績

名

４年度計画

　 　 講習参

担

加者　1名 講習参加予

当

定者　１名
　 　
　 　
　

部

　
　　　――――――

教

― 　　　――――――

育

―

　研修に参加するこ

部

とで、社会教育や青少

一

年教育に携わる社会教

般

育主事の確保に努める

会

ことができた。

成果

　

計

人事異動を考慮し職員

社

を定期的に講習に参加

会

させる必要があるが、

教

開催地が遠方の場合は

育

職員の派遣が困難であ

主

る。

課題

指標名称（単

事

位）
実績値 目標値

元年

講

度 ２年度 ３年度 ４年度

習

６年度

活動 講習参加 ―

実

中止 実施 実施予定 ―
指

施

標

指標

他市との
比較検

事

証

業
担当課 生涯学習

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

課

ス
　
ト

単位：千円
元年

款

度 ２年度 ３年度 ４年度

項

３年度

（決算） （決算

目

） （決算） （予算） 事

担

業費内訳

事業費　① 0

当

0 58 55 合計 58,

係

260 円
旅費 52,

推

260 円

財
　
源

特定

進

財源 0 0 0 0 負担金、

係

補助及び
交付金 6,0

1

00 円

一般財源 0 0

0

58 55

職員人件費　

5

② 0 0 0 0

総事業費（

1

①＋②） 0 0 58 55



との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 321 139 226 444 合計 225,650 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 225,650 円

一般財源 321 139 226 444

職員人件費　② 2,465 821 76 0

総事業費（①＋②） 2,786 960 302 444

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

４

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

生涯学習
施策体系

施策

和

の内容 学習活動の支援

３

目
　
　
　
的

ＰＴＡ会員

年

の教養の向上や相互の

度

親睦を図る

主
た
る
内
容

評

ＰＴＡ連絡協議会育成

価

補助金を交付し、連絡

）

ことにより、ＰＴＡ活

刈

動の育成を図る。 協議

谷

会総会等の開催するほ

市

か、日本ＰＴＡ全
国研

事

究大会や東海北陸ブロ

務

ック研究大会に参
加す

事

る。

位
置
づ
け

関連計画

業

 

根拠法令  

対象者 刈

評

谷市小中学校ＰＴＡ連

価

絡協議会 事業期間 ～

実

シ

施方法 □直営　□委託

ー

　□指定管理　■補助

ト

・助成　□その他

（様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

元

当

年度実績 ２年度実績 ３

部

年度実績 ４年度計画

・

教

ＰＴＡ連絡協議会総会

育

・ＰＴＡ連絡協議会役

部

員会 ・ＰＴＡ情報交換

一

会 ・ＰＴＡ連絡協議会

般

総会
・ＰＴＡ研究大会

会

及び情報交 ・ＰＴＡ連

計

絡協議会女性部研 ・Ｐ

Ｐ

ＴＡ連絡協議会女性部

Ｔ

研 ・ＰＴＡ情報交換会

Ａ

　換会 　修 　修 ・東海

活

・北陸ブロックＰＴＡ

動

・東海・北陸ブロック

育

ＰＴＡ 　研究大会名古

成

屋大会
　研究大会三重

事

大会 ・日本ＰＴＡ全国

業

研究大会山
・日本ＰＴ

担

Ａ全国研究大会兵 　形

当

大会
　庫大会 ・県・三

課

河ＰＴＡ連絡協議会
・

生

県・三河ＰＴＡ連絡協

涯

議会 　各種事業
　各種

学

事業

　新型コロナウイ

習

ルス感染症の影響で各

課

種会議及び大会が軒並

款

み中止となったが、役

項

員会及び女性部研修の

目

実施により、

成果
各小

担

中学校のＰＴＡ間での

当

交流が図られた。

　活

係

動内容の検討や、学校

青

との協働活動等におけ

少

るＰＴＡの役割につい

年

て研究が必要である。

係

課題

指標名称（単位）

1

実績値 目標値

元年度 ２

0

年度 ３年度 ４年度 ６年

5

度

活動 ＰＴＡ総会など

1

各種研修会の実施 実施 実施 実施 継続実施 継続実施
指標

 
指標

 
他市



30 129 135 150
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,441 94 189 283 合計 189,250 円
報償費 180,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 9,050 円

一般財源 1,441 94 189 283

職員人件費　② 4,390 4,181 4,315 3,939

総事業費（①＋②） 5,831 4,275 4,504 4,222

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

４

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 生涯

令

学習
施策体系

施策の内

和

容 学習活動の支援

目
　

３

　
　
的

刈谷市生涯学習

年

推進計画に基づき各種

度

事業を

主
た
る
内
容

○第

評

3次刈谷市生涯学習推

価

進計画における進捗
実

）

施することで、市民の

刈

学習活動への取組み 管

谷

理
を支援する。 ○生涯

市

学習に関する研修会の

事

開催

位
置
づ
け

関連計画

務

刈谷市生涯学習推進計

事

画

根拠法令  

対象者 市

業

民等 事業期間 ～

実施方

評

法 ■直営　□委託　□

価

指定管理　□補助・助

シ

成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

元年度

名

実績 ２年度実績 ３年度

担

実績 ４年度計画

・生涯

当

学習推進会議 ・生涯学

部

習推進会議 ・生涯学習

教

推進会議 ・生涯学習推

育

進会議
・職員研修会 ・

部

第3次刈谷市生涯学習

一

推進計・職員研修会の

般

実施 ・職員研修会
・指

会

導者研修会 画における

計

目標値の見直し ・指導

生

者等研修会の実施 ・生

涯

涯学習リーダーステッ

学

プ
・生涯学習リーダー

習

基礎知識 ・職員研修

推

会の実施 ・生涯学習リ

進

ーダーステップ アップ

事

講座
講座 アップ講座

・

業

生涯学習リーダー基礎

担

知識 
講座の開催（受

当

講者9人）

・生涯学習

課

指導者等に対する研修

生

会を実施し、指導者の

涯

資質向上に資すること

学

ができた。

成果
・生涯

習

学習リーダー基礎知識

課

講座を開催し、新たに

款

生涯学習リーダーとな

項

る人材の育成を図るこ

目

とができた。

　生涯学

担

習活動を推進する生涯

当

学習リーダーの活動が

係

継続して行われるよう

推

、引き続き支援をする

進

必要がある。

課題

指標

係

名称（単位）
実績値 目

1

標値

元年度 ２年度 ３年

0

度 ４年度 ６年度

成果 生

5

涯学習推進員（生涯学

1

習リーダー）の人数（人） 26 27 24 30 35
指標
成果 グループ・サークル名簿登録団体数（団体） 130 1



1

型施設予約システム：

0

安城市、知立市始め県

5

内28市町
他市との 独

1

自システム：碧南市、刈谷市ほか
比較検証 　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 12,120 12,323 14,088 13,808 合計 14,088,477 円
需用費 851,978 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 140,963 円
委託料 11,279,840 円

一般財源 12,120 12,323 14,088 13,808 使用料及び賃借料
1,815,696 円

職員人件費　② 2,272 2,128 1,401 1,401

総事業費（①＋②） 14,392 14,451 15,489 15,209

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

度

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 教育

令

文化

基本施策 生涯学習

和

施策体系
施策の内容 生

３

涯学習施設の利用促進

年

目
　
　
　
的

　公共施設

度

の空き状況の確認、利

評

用予約など

主
た
る
内
容

価

○公共施設予約案内シ

）

ステムの管理
の手続き

刈

がインターネットで可

谷

能となるシス
テムを運

市

用する。

位
置
づ
け

関連

事

計画 刈谷市生涯学習推

務

進計画

根拠法令 刈谷市

事

公共施設予約案内ｼｽ

業

ﾃﾑに関する規則、刈

評

谷市教育委員会公共施

価

設予約案内ｼｽﾃﾑに

シ

関する規則

対象者 対象

ー

者を限定せず 事業期間

ト

平成１３年度 ～

実施方

（

法 ■直営　■委託　□

様

指定管理　□補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　

教

事
　
業
　
実
　
績

元年度

育

実績 ２年度実績 ３年度

部

実績 ４年度計画

・運用

一

保守管理委託 ・運用保

般

守管理委託 ・運用保守

会

管理委託 ・運用保守管

計

理委託
　一般施設等　

公

40施設 　一般施設等

共

　40施設 　一般施設

施

等　40施設 　一般施

設

設等　40施設
・機器

予

リース ・機器リース 　

約

学校ｽﾎﾟｰﾂ開放施

案

設　21校 　学校ｽﾎ

内

ﾟｰﾂ開放施設　21

シ

校
・機器リース ・機器

ス

リース

　利用者は公共

テ

施設を利用するにあた

ム

り、予約手続きが容易

管

になるととともに、施

理

設側では使用料の現金

事

収納が減ること

成果
で

業

、事務の簡素化及び現

担

金の紛失・盗難のリス

当

クを回避することがで

課

きた。

　システムの利

生

用推進を図るため、予

涯

約案内システムを広く

学

周知し、システムによ

習

る予約申込件数を増加

課

させる。

課題

指標名称

款

（単位）
実績値 目標値

項

元年度 ２年度 ３年度 ４

目

年度 ６年度

成果 システ

担

ムによる施設予約申込

当

件数（件） 91,79

係

2 96,405 112

施

,282 100,00

設

0 110,000
指標

係

 
指標

あいち共同利用



単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 中央公民館長表彰実施及び各種会議参加 実施 実施 実施 継続実施 継続実施
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 112 71 39 123 合計 38,615 円
報償費 14,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 3,440 円
需用費 5,775 円

一般財源 112 71 39 123 負担金、補助及び
交付金 15,400 円

職員人件費　② 2,465 1,792 2,915 1,667

総事業費（①＋②） 2,577 1,863 2,954 1,790

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

４

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 生涯

令

学習
施策体系

施策の内

和

容 学習活動の支援

目
　

３

　
　
的

公民館活動の功

年

績が顕著な方の表彰や

度

県が実

主
た
る
内
容

中央

評

公民館長表彰に要する

価

経費のほか、県が
施す

）

る事業へ参加すること

刈

により、公民館事 実施

谷

する公民館関係事業へ

市

参加するための経
業の

事

円滑な実施を図る。 費

務

を支出する。

位
置
づ
け

事

関連計画  

根拠法令  

業

対象者 市民 事業期間 ～

評

実施方法 ■直営　□委

価

託　□指定管理　□補

シ

助・助成　■その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

名

元年度実績 ２年度実績

担

３年度実績 ４年度計画

当

・中央公民館長表彰 

部

10名 ・中央公民館長

教

表彰 8名 ・中央公民

育

館長表彰 7名 ・中央

部

公民館長表彰 19名

一

・県公民館連合会理事

般

会 ・県公民館連合会理

会

事会 ・県公民館連合会

計

理事会 ・県公民館連合

公

会理事会
・県公民館主

民

事部会代表者会 ・県公

館

民館主事部会代表者会

事

・県公民館主事部会代

務

表者会 ・県公民館主事

費

部会代表者会
・県公民

事

館連合会総会 ・県公民

業

館連合会総会 ・県公民

担

館連合会総会 ・県公民

当

館連合会総会

・中央公

課

民館長表彰の実施によ

生

り、多年にわたる公民

涯

館活動への取組みを広

学

く知らしめるとともに

習

、他の者への活動の励

課

成果
みとすることがで

款

きた。

・県の主催する

項

公民館関係事業や研修

目

へ参加することにより

担

、各市町の活動状況な

当

どを把握することがで

係

きた。

・毎年総合式典

推

に合わせて行われる中

進

央公民館長表彰の対象

係

者数により、記念品費

1

などが増減する。

・県

0

の各種会議での報告は

5

、会議へ直接参加しな

1

くても書面やオンラインで十分な場合があることを踏まえ、事務の軽減
課題

を検討する必要がある。

指標名称（



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 24,890 25,772 27,463 39,377 合計 27,462,732 円
需用費 4,292,205 円

財
　
源

特定財源 18 21 29 259 役務費 178,594 円
委託料 22,991,933 円

一般財源 24,872 25,751 27,434 39,118

職員人件費　② 2,734 2,203 1,476 1,477

総事業費（①＋②） 27,624 27,975 28,939 40,854

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 生

令

涯学習
施策体系

施策の

和

内容 生涯学習施設の利

３

用促進

目
　
　
　
的

　指

年

定管理者により、適切

度

な施設の管理運営

主
た

評

る
内
容

○市民館の管理

価

運営
を行い、地域活動

）

の活性化及び生涯学習

刈

の推
進を図る。

位
置
づ

谷

け

関連計画 刈谷市生涯

市

学習推進計画

根拠法令

事

刈谷市コミュニティ施

務

設条例、刈谷市市民館

事

施設維持管理要綱

対象

業

者 市民 事業期間 昭和６

評

１年度 ～

実施方法 ■直

価

営　■委託　■指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

元年度実績 ２

担

年度実績 ３年度実績 ４

当

年度計画

・施設又は設

部

備の修繕 ・施設又は設

教

備の修繕 ・施設又は設

育

備の修繕 ・施設又は設

部

備の修繕
・樹木剪定委

一

託 ・樹木剪定委託 ・樹

般

木剪定委託 ・樹木剪定

会

委託
・指定管理料（全

計

22館） ・指定管理料

市

（全23館） ・指定管

民

理料（全23館） ・指

館

定管理料（全23館）

施

　指定管理者である各

設

市民館運営委員会から

管

の報告や経年劣化状況

理

を踏まえ、施設の修繕

事

や樹木の剪定を行い、

業

環境美化

成果
を図った

担

。

　今後とも地域の実

当

情に応じ、地域に愛さ

課

れる市民館として、適

生

切に施設の管理運営を

涯

実施するため、指定管

学

理者である

各市民館運

習

営委員会との連携を密

課

にし、施設の状況把握

款

に努める。
課題

指標名

項

称（単位）
実績値 目標

目

値

元年度 ２年度 ３年度

担

４年度 ６年度

成果 利用

当

者満足度（％） 86.

係

4 95.7 95.7 9

施

0.0 90.0
指標

 

設

指標
　類似事例なし

他

係

市との
比較検証

10 5 1



動事業数（事業） 160 61 73 160 165
指標

 
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,241 22,548 22,344 23,890 合計 22,344,180 円
報償費 7,755,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 89,700 円
委託料 11,135,900 円

一般財源 14,241 22,548 22,344 23,890 負担金、補助及び
交付金 3,362,980 円

職員人件費　② 3,235 2,912 3,634 3,636

総事業費（①＋②） 17,476 25,460 25,978 27,526

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

４

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 計

（

画推進

基本施策 参加・

令

協働
施策体系

施策の内

和

容 地域活動の推進

目
　

３

　
　
的

公民館活動の運

年

営を行い、地区活動の

度

活性化

主
た
る
内
容

○公

評

民館運営委託
を図り、

価

社会教育の活性化を目

）

指す。 ○備品購入補助

刈

○公民館連絡協議会補

谷

助
〇公民館役員（館長

市

・主事・書記）への謝

事

礼

位
置
づ
け

関連計画  

務

根拠法令 地区公民館備

事

品等整備事業補助金交

業

付要綱

対象者 市民 事業

評

期間 ～

実施方法 □直営

価

　■委託　□指定管理

シ

　■補助・助成　□そ

ー

の他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　

名

実
　
績

元年度実績 ２年

担

度実績 ３年度実績 ４年

当

度計画

・公民館運営委

部

託(23地区) ・公民

教

館運営委託(23地区

育

) ・公民館運営委託(

部

23地区) ・公民館運

一

営委託(23地区)
・

般

公民館備品購入補助（

会

22地 ・公民館備品購

計

入補助（22地 ・公民

公

館備品購入補助（20

民

地 ・公民館備品購入補

館

助
区） 区） 区） ・公民

運

館連絡協議会補助
・公

営

民館連絡協議会補助 ・

事

公民館連絡協議会補助

業

・公民館連絡協議会補

担

助 ・公民館役員（館長

当

・主事・
・公民館役員

課

（館長・主事・ ・公民

生

館役員（館長・主事・

涯

書記）への謝礼
書記）

学

への謝礼 書記）への謝

習

礼

・各地区公民館へ事

課

業委託及び備品購入補

款

助を行い、公民館活動

項

の活性化を推進した。

目

成果
・備品購入補助対

担

象をコロナ対策備品も

当

可能となるよう拡大し

係

、新型コロナウイルス

推

感染拡大防止と公民館

進

活動との両立

を図った

係

。

　

・新型コロナウイ

1

ルス感染症拡大防止対

0

策を行いながら各地区

5

の特性を生かした活動

1

が行えるよう、引き続き支援に努め

る必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 公民館活



課題
とから、常に各市民館の状況を把握していく必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 空調機更新率（％） 79.0 88.4 88.4 97.8 97.8
指標
活動 外壁改修率（％） 59.1 63.6 63.6 72.7 90.9
指標

類似事例なし
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 31,797 29,634 6,364 32,130 合計 6,363,500 円
工事請負費 6,363,500 円

財
　
源

特定財源 166 12,327 0 15,980

一般財源 31,631 17,307 6,364 16,150

職員人件費　② 1,579 1,605 946 189

総事業費（①＋②） 33,376 31,239 7,310 32,319

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 生

令

涯学習
施策体系

施策の

和

内容 生涯学習施設の利

３

用促進

目
　
　
　
的

　市

年

民館の施設又は設備の

度

老朽化に伴う改修

主
た

評

る
内
容

○施設又は設備

価

の改修工事
等を行うこ

）

とで、安全で快適な施

刈

設を維持す ○施設又は

谷

設備の修繕
る。

位
置
づ

市

け

関連計画 刈谷市生涯

事

学習推進計画、刈谷市

務

公共施設等総合管理計

事

画、刈谷市公共施設維

業

持保全計画

根拠法令 刈

評

谷市コミュニティ施設

価

条例、刈谷市市民館施

シ

設整備要綱

対象者 市民

ー

事業期間 ～

実施方法 ■

ト

直営　■委託　□指定

（

管理　□補助・助成　

様

□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

元年度実績

教

２年度実績 ３年度実績

育

４年度計画

・屋上防水

部

改修、外壁改修 ・空調

一

設備の改修（繰越） ・

般

便所改修 ・空調設備の

会

改修（繰越）
　泉田、

計

一ツ木、元刈谷市民 　

市

刈谷中部、今川、東刈

民

谷市   井ケ谷、今岡

館

、一里山、刈 　東境、

施

小垣江市民館
　館 　民

設

館 　谷西部、小垣江、

改

高須、桜 ・外壁改修
・

修

畳表替修繕 ・外壁改修

事

　、今川市民館 　東境

業

、小垣江市民館
　井ケ

担

谷、東境、桜、中部、

当

　刈谷東部市民館
　元

課

刈谷市民館 ・便所改修

生

・畳表替修繕
　高津波

涯

、重原、今岡、築地
　

学

、小垣江市民館
　

　公

習

共施設維持保全計画及

課

び指定管理者である各

款

市民館運営委員会との

項

補修箇所の協議に基づ

目

き、施設又は設備の改

担

修を

成果
行い、適切な

当

施設の維持管理を行っ

係

た。

　空調機について

施

は、各市民館の建設年

設

次及び空調機の設置年

係

次からの経過年数を基

1

に取替計画を策定し、

0

各市民館運営

委員会か

5

らの故障・不具合報告

1

を踏まえ、計画的に実施する。今後、経年劣化により設備の不具合の増加も予想されるこ



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,167 11,130 9,688 12,262 合計 9,688,133 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 6 7 7 7 交付金 9,688,133 円

一般財源 13,161 11,123 9,681 12,255

職員人件費　② 1,502 1,381 1,401 1,401

総事業費（①＋②） 14,669 12,511 11,089 13,663

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 土地建物貸付収入

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

４

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

生涯学習
施策体系

施策

和

の内容 生涯学習施設の

３

利用促進

目
　
　
　
的

　

年

集会所の管理に必要な

度

経費の一部を補助す

主

評

た
る
内
容

○集会所借地

価

料補助
ることにより、

）

地域活動の活性化及び

刈

生涯学 ○集会所運営費

谷

補助
習の推進を図る。

市

○集会所修繕費補助

位

事

置
づ
け

関連計画 刈谷市

務

生涯学習推進計画

根拠

事

法令 集会所設置等補助

業

金交付要綱

対象者 市民

評

事業期間 ～

実施方法 □

価

直営　□委託　□指定

シ

管理　■補助・助成　

ー

□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　

名

業
　
実
　
績

元年度実績

担

２年度実績 ３年度実績

当

４年度計画

・集会所運

部

営費補助 ・集会所運営

教

費補助 ・集会所運営費

育

補助 ・集会所運営費補

部

助
　（33か所） 　（

一

33か所） 　（33か

般

所） 　（33か所）
・

会

集会所借地料補助 ・集

計

会所借地料補助 ・集会

集

所借地料補助 ・集会所

会

借地料補助
　（9か所

所

） 　（9か所） 　（9

設

か所） 　（9か所）
・

置

集会所修繕費補助 ・集

等

会所修繕費補助 ・集会

補

所修繕費補助 ・集会所

助

修繕費補助

　集会所の

事

維持管理に要する運営

業

費、借地料及び修繕費

担

を補助することにより

当

、地域住民の負担を軽

課

減し、地域活動の拠

成

生

果
点の確保に寄与した

涯

。

　今後も集会所管理

学

者への制度周知を実施

習

し、集会所の維持に貢

課

献する。

課題

指標名称

款

（単位）
実績値 目標値

項

元年度 ２年度 ３年度 ４

目

年度 ６年度

活動 集会所

担

修繕費補助件数（件）

当

12 6 3 4 4
指標
成果

係

補助により運営を維持

施

できた集会所数（箇所

設

） 33 33 33 33 3

係

3
指標

 類似事例なし

1

他市との
比較検証

0 5 1



所を提

成果
供することができた。

　新型コロナウイルス感染症拡大のため、調理系のプログラムで延期や材料を渡すのみとなるなどの影響があった。感染

拡大時における事業実施方法及び代替となるプログラムについて検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 開催数（回） 71 49 62 65 65
指標
成果 参加者数（人） 739 448 746 800 800
指標

　高浜市は1校のみＰＴＡ土曜クラブに委託し、家庭科、書道、剣道、ちぎり絵、フルートの5クラブ制で開
他市との 催している。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,763 2,177 2,794 2,750 合計 2,794,266 円
委託料 2,794,266 円

財
　
源

特定財源 1,016 910 1,168 897

一般財源 1,747 1,267 1,626 1,853

職員人件費　② 1,617 1,195 1,211 0

総事業費（①＋②） 4,380 3,372 4,005 2,750

建
設
事
業

全体事

Ｄ

業費（単位：千円） 0

　

３年度特定財源名称

３

　

年度までの累積事業費

　

0 地域学校協働活動推

Ｏ

進事業費
補助金（県）

　

５年度以降の事業費見

　

込 0

∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 青

令

少年育成
施策体系

施策

和

の内容 青少年の自立支

３

援と社会参加の促進

目

年

　
　
　
的

週末に子ども

度

の安心・安全な活動拠

評

点を設け

主
た
る
内
容

小

価

・中学生を対象に市内

）

3か所の生涯学習セン

刈

、遊び、文化活動等の

谷

体験活動を通じ、子ど

市

ターでキッズクラブを

事

開設し、子どもたちが

務

もが心豊かで健やかに

事

育まれる環境づくりを

業

安心して集うことがで

評

きる居場所を提供する

価

推進する。 。
○開催場

シ

所
・たんぽぽ　　南部

ー

生涯学習センター
・ア

ト

イリス　　総合文化セ

（

ンター
・かきつばた　

様

北部生涯学習センター

式

○開催日
　6月から3

１

月までの土曜日

位
置
づ

）

け

関連計画

根拠法令 刈

会

谷市キッズクラブ事業

計

実施要綱

対象者 市内在

名

住の小・中学生 事業期

担

間 平成１７年度 ～

実施

当

方法 □直営　■委託　

部

□指定管理　□補助・

教

助成　□その他

育部

一般会計
キッ

Ｂ

ズ

　
事
　
業
　
実
　
績

元年

ク

度実績 ２年度実績 ３年

ラ

度実績 ４年度計画

【参

ブ

加者延べ人数】 【参加

事

者延べ人数】 【参加者

業

延べ人数】 【参加予定

担

人数】
・たんぽぽ　　

当

　308人 ・たんぽぽ

課

　　　238人 ・たん

生

ぽぽ　　　361人 ・

涯

たんぽぽ　　　300

学

人
・アイリス　　　3

習

21人 ・アイリス　　

課

　146人 ・アイリス

款

　　　252人 ・アイ

項

リス　　　300人
・

目

かきつばた　　110

担

人 ・かきつばた　　 

当

64人 ・かきつばた　

係

　133人 ・かきつば

青

た　　200人
　合　

少

計　　  　739人

年

　合　計　　  　4

係

48人 　合　計　　 

1

 　746人 　合　計

0

　　  　800人

　

5

創作活動、自然体験な

5

ど、様々な活動を通して地域住民や異世代交流を図るとともに、週末の安心・安全な居場



でも実施可能な講座について検討する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

活動 募集案内配布事業所数（か所） 33 33 33 33 33
指標
成果 受講者数（人） 44 28 37 45 45
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 417 398 227 554 合計 226,640 円
報償費 175,080 円

財
　
源

特定財源 26 19 17 64 使用料及び賃借料 51,560 円

一般財源 391 379 210 490

職員人件費　② 3,235 2,389 2,423 0

総事業費（①＋②） 3,652 2,787 2,650 554

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 青年講座受講料

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 青

令

少年育成
施策体系

施策

和

の内容 青少年の自立支

３

援と社会参加の促進

目

年

　
　
　
的

青年層に多様

度

な学習・体験活動の機

評

会の場を

主
た
る
内
容

碧

価

海5市在住または市内

）

在勤・在学の18～3

刈

9歳
提供し、生涯学習

谷

の推進を図る。 を対象

市

に、文化・芸術・福祉

事

・スポーツなど
の各種

務

講座を開催する。

位
置

事

づ
け

関連計画

根拠法令

業

 

対象者 18～39歳

評

の青年層 事業期間 平成

価

７年度 ～

実施方法 ■直

シ

営　□委託　□指定管

ー

理　□補助・助成　□

ト

その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業

担

　
実
　
績

元年度実績 ２

当

年度実績 ３年度実績 ４

部

年度計画

・青年講座4

教

期26回 ・青年講座3

育

期21回 ・青年講座3

部

期14回 ・青年講座3

一

期24回
第1期　暮ら

般

しを彩るフラワー第1

会

期　はじめてのチョー

計

クア第1期　はじめて

青

のドライフラ
アレンジ

年

メント　5回 ート　8

講

回 ワーアレンジ講座　

座

5回
第2期　はじめて

開

のウクレレ講第2期　

催

おうち時間を彩る季節

事

第2期　こころと身体

業

をつなぐ
座　8回 のハ

担

ンドメイド講座　5回

当

ヨガ　8回
第3期　ベ

課

リーダンスでキレイ第

生

3期　やってみよう！

涯

Ｗｅｂ第3期　秒で作

学

れるパワポワー
をつく

習

ろう　8回 プログラミ

課

ングはじめの一歩 クシ

款

ョップ　1回
第4期　

項

ヨガとピラティスで心

目

　8回 受講生延べ14

担

2人
身を美しく整えよ

当

う　5回 受講生延べ1

係

65人
受講生延べ22

青

4人
　青年層に多様な

少

学習、体験活動の機会

年

の場を提供することが

係

できた。また、週末に

1

1回限りの講座を実施

0

し、平日に参

成果
加が

5

難しい人への参加を促

5

し、アンケート結果で高評価を得ることができた。

　新型コロナウイルス感染症の影響下



ころが多く、学校側の負担感が増しているため、公募及び紹介による確保

に移行できるよう実行委員会の魅力発信に検討を要する。また、成年年齢の引下げにより18歳が成人となるため、18歳へ
課題

のメッセージや啓発（消費生活や契約等に関する注意喚起）等の方法について検討を要する。

指標名称（単位）
実績値 目標値

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

成果 協力ボランティア(ＴＨＥ成人・次年度実行委員） 27 36 28 40 40
指標 の参加人数（人）
成果 成人式参加率（％） 68.8 65.9 70.2 72 72
指標

　碧南市、安城市、知立市、高浜市、東浦町は実行委員会を組織し、実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,045 4,365 4,203 4,587 合計 4,202,909 円
委託料 3,618,209 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 584,700 円

一般財源 4,045 4,365 4,203 4,587

職員人件費　② 4,62

Ｄ

1 6,346 5,30

　

0 0

総事業費（①＋②

　

） 8,666 10,7

　

11 9,503 4,5

Ｏ

87

建
設
事
業

全体事業

　

費（単位：千円） 0 ３

　

年度特定財源名称

３年

∧

度までの累積事業費 0

　

５年度以降の事業費見

　

込 0

実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

４

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 青少

令

年育成
施策体系

施策の

和

内容 青少年の自立支援

３

と社会参加の促進

目
　

年

　
　
的

刈谷市成人式実

度

行委員会との共催で成

評

人式を

主
た
る
内
容

新成

価

人の中から実行委員会

）

を組織し、式の企
開催

刈

し、次代を担う新成人

谷

の門出を祝福する 画及

市

び運営を行い、心に残

事

る成人式を開催す
とと

務

もに、大人になったこ

事

とを自覚し、自ら る。

業

生き抜こうとする意欲

評

の向上を図る。

位
置
づ

価

け

関連計画  

根拠法令

シ

対象者 新成人 事業期間

ー

～

実施方法 ■直営　■

ト

委託　□指定管理　□

（

補助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

元年度実績 ２年度実

教

績 ３年度実績 ４年度計

育

画

開催日　令和2年1

部

月12日 開催日　令和

一

3年1月10日 開催日

般

　令和4年1月9日 開

会

催日　令和5年1月8

計

日
会　場　総合文化セ

成

ンター 会　場　総合文

人

化センター 会　場　総

式

合文化センター 会　場

開

　総合文化センター
対

催

象者数　1,874名

事

対象者数　1,913

業

名 対象者数　1,76

担

5名 対象者数　約1,

当

700名
参加者数　1

課

,289名 参加者数　

生

1,261名 参加者数

涯

　1,239名 ※成年

学

年齢引下げにより「二

習

※新型コロナウイルス

課

感染症 ※新型コロナウ

款

イルス感染症 十歳の集

項

い」に名称変更して
の

目

影響により2部制で開

担

催 の影響により2部制

当

で開催 開催

　成人式を

係

行うことにより、新成

青

人が恩師や旧友らと話

少

し合う機会となり、大

年

人として今後どのよう

係

に生きていくかを語

成

1

果
るきっかけとなった

0

。

　実行委員会により

5

自主的な式の企画・運

5

営を行うことにより、社会参加の機会を提供することができた。

　実行委員の募集について学校の推薦に頼ると



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 105,851 100,768 89,247 91,080 合計 89,247,053 円
役務費 60,046 円

財
　
源

特定財源 1 1 2 11 委託料 83,130,580 円
使用料及び賃借料

一般財源 105,850 100,767 89,245 91,069 3,250,907 円
備品購入費 289,960 円

職員人件費　② 1,964 2,091 1,514 1,742 負担金、補助及び
交付金 2,515,560 円

総事業費（①＋②） 107,815 102,859 90,761 92,822

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

４

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 生涯学

令

習
施策体系

施策の内容

和

生涯学習施設の利用促

３

進

目
　
　
　
的

　指定管

年

理者により、適切に市

度

民休暇村の管

主
た
る
内

評

容

○市民休暇村の管理

価

運営
理運営を行い、市

）

民の福祉の増進を図る

刈

。

位
置
づ
け

関連計画  

谷

根拠法令 刈谷市民休暇

市

村条例、刈谷市民休暇

事

村条例施行規則

対象者

務

市民 事業期間 平成１０

事

年度 ～

実施方法 ■直営

業

　□委託　■指定管理

評

　□補助・助成　□そ

価

の他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

元年度実績 ２年

計

度実績 ３年度実績 ４年

名

度計画

・指定管理者に

担

よる管理運営 ・指定管

当

理者による管理運営 ・

部

指定管理者による管理

教

運営 ・指定管理者によ

育

る管理運営
・施設又は

部

設備の修繕
・備品の更

一

新

　指定管理者により

般

適切に施設の管理運営

会

を行い、コロナ禍に落

計

ち込んだ客室稼働率を

施

徐々に回復することが

設

でき、市民

成果
の福祉

管

の増進を図ることがで

理

きた。

　指定管理者の

事

管理運営に対するモニ

業

タリング、指導、助言

担

を行い、リピーターを

当

大切にしつつ、リニュ

課

ーアルを契機と

した新

生

規利用者の獲得に努め

涯

るなど稼働率の回復及

学

び拡大を図る必要があ

習

る。
課題

指標名称（単

課

位）
実績値 目標値

元年

款

度 ２年度 ３年度 ４年度

項

６年度

成果 年間客室稼

目

働率（％） 78.1 4

担

7.9 64.5 75.

当

0 80.0
指標
成果 ふ

係

れ愛パーク利用者数（

施

人） 948 625 50

設

0 500 900
指標

尾

係

張旭市「尾張あさひ苑

1

（阿智村）」継続運営

0

他市との 豊田市「リゾ

5

ート安曇野」Ｈ31.

1

3.31廃止済
比較検

0

証 岡崎市「桑谷山荘」Ｈ23.12.31廃止済
碧南市「車山みどり山荘」Ｈ23.3.30廃止済



1

算） （決算） （予算）

0

事業費内訳

事業費　①

5

84,473 82,0

1

83 86,190 97

1

,304 合計 86,190,296 円
需用費 14,910,668 円

財
　
源

特定財源 9,517 6,941 8,239 9,204 役務費 79,587 円
委託料 69,838,491 円

一般財源 74,956 75,142 77,951 88,100 使用料及び賃借料
1,361,550 円

職員人件費　② 2,002 1,717 1,287 1,515

総事業費（①＋②） 86,475 83,800 87,477 98,819

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 南部生涯学習センター使用料
行政財産目的外使用料

５年度以降の事業費見込 0 土地建物貸付収入

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 教

令

育文化

基本施策 生涯学

和

習
施策体系

施策の内容

３

生涯学習施設の利用促

年

進

目
　
　
　
的

　指定管

度

理者により、適切に施

評

設の管理運営

主
た
る
内

価

容

○南部生涯学習セン

）

ターの管理運営
を行い

刈

、安全で快適に利用で

谷

きる生涯学習施
設を提

市

供する。

位
置
づ
け

関連

事

計画 刈谷市生涯学習推

務

進計画

根拠法令 刈谷市

事

生涯学習センター条例

業

、刈谷市生涯学習セン

評

ター条例施行規則

対象

価

者 対象者を限定せず 事

シ

業期間 平成１３年度 ～

ー

実施方法 ■直営　■委

ト

託　■指定管理　□補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

元年度実績 ２年度実績

教

３年度実績 ４年度計画

育

・指定管理者による管

部

理運営 ・指定管理者に

一

よる管理運営 ・指定管

般

理者による管理運営 ・

会

指定管理者による管理

計

運営

　市民の生涯学習

南

の拠点として、指定管

部

理者により適切に施設

生

の運営管理を行い、生

涯

涯学習を推進した。

成

学

果

  利用者の意見を

習

反映し、一層の利用率

セ

の向上を図り、より良

ン

い施設運営を継続する

タ

。

課題

指標名称（単位

ー

）
実績値 目標値

元年度

施

２年度 ３年度 ４年度 ６

設

年度

成果 南部生涯学習

管

センター稼働率（％）

理

41.5 29.0 36

事

.3 30.0 40.0

業

指標
成果 南部生涯学習

担

センター利用者数（人

当

） 44,730 25,

課

914 36,473 3

生

0,000 40,00

涯

0
指標

 
他市との
比較

学

検証

習課

款 項 目 担当係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

施

　
ス
　
ト

単位：千円
元

設

年度 ２年度 ３年度 ４年

係

度 ３年度

（決算） （決



10 5

Ｃ
　
事
　
業
　

1

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

1

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 93,491 98,009 101,507 106,420 合計 101,506,622 円
需用費 1,425,600 円

財
　
源

特定財源 14,379 11,051 13,580 14,574 役務費 50,707 円
委託料 99,740,355 円

一般財源 79,112 86,958 87,927 91,846 備品購入費 289,960 円

職員人件費　② 2,002 1,717 908 1,515

総事業費（①＋②） 95,493 99,726 102,415 107,935

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 北部生涯学習センター使用料
行政財産目的外使用料

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 教

令

育文化

基本施策 生涯学

和

習
施策体系

施策の内容

３

生涯学習施設の利用促

年

進

目
　
　
　
的

　指定管

度

理者により、適切に施

評

設の管理運営

主
た
る
内

価

容

○北部生涯学習セン

）

ターの管理運営
を行い

刈

、安全で快適に利用で

谷

きる生涯学習施
設を提

市

供する。

位
置
づ
け

関連

事

計画 刈谷市生涯学習推

務

進計画

根拠法令 刈谷市

事

生涯学習センター条例

業

、刈谷市生涯学習セン

評

ター条例施行規則

対象

価

者 対象者を限定せず 事

シ

業期間 平成２０年度 ～

ー

実施方法 ■直営　□委

ト

託　■指定管理　□補

（

助・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

部

元年度実績 ２年度実績

教

３年度実績 ４年度計画

育

・指定管理者による管

部

理運営 ・指定管理者に

一

よる管理運営 ・指定管

般

理者による管理運営 ・

会

指定管理者による管理

計

運営

　市民の生涯学習

北

の拠点として、指定管

部

理者により適切に施設

生

の管理運営を行い、生

涯

涯学習を推進した。

成

学

果

　利用者の意見を反

習

映し、一層の利用率の

セ

向上を図り、より良い

ン

施設運営を継続する。

タ

課題

指標名称（単位）

ー

実績値 目標値

元年度 ２

施

年度 ３年度 ４年度 ６年

設

度

成果 北部生涯学習セ

管

ンター稼動率（％） 3

理

0.3 24.7 32.

事

3 32.0 35.0
指

業

標
成果 北部生涯学習セ

担

ンター利用者数（人）

当

64,937 35,2

課

19 47,673 50

生

,000 70,000

涯

指標
知立市文化会館　

学

花しょうぶホール　2

習

93席
他市との 安城市

課

アンフォーレ　ホール

款

　255席
比較検証 碧

項

南市芸術文化ホール　

目

エメラルドホール　4

担

52席

当係 施設係



10 5 11

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,373 9,192 40,758 94,640 合計 40,758,300 円
工事請負費 40,758,300 円

財
　
源

特定財源 0 0 13,000 47,000

一般財源 11,373 9,192 27,758 47,640

職員人件費　② 1,348 1,232 1,022 152

総事業費（①＋②） 12,721 10,424 41,780 94,792

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 公共施設維持保全基金繰入金

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 教

令

育文化

基本施策 生涯学

和

習
施策体系

施策の内容

３

生涯学習施設の利用促

年

進

目
　
　
　
的

　南部生

度

涯学習センターの施設

評

又は設備の老

主
た
る
内

価

容

○施設又は設備の改

）

修工事
朽化に伴う改修

刈

等を行うことで、安全

谷

で快適 ○施設又は設備

市

の劣化状況調査
な施設

事

を維持する。

位
置
づ
け

務

関連計画 刈谷市生涯学

事

習推進計画、刈谷市公

業

共施設等総合管理計画

評

、刈谷市公共施設維持

価

保全計画

根拠法令 刈谷

シ

市生涯学習センター条

ー

例、刈谷市生涯学習セ

ト

ンター条例施行規則

対

（

象者 対象者を限定せず

様

事業期間 ～

実施方法 ■

式

直営　■委託　□指定

１

管理　□補助・助成　

）

□その他

会計名 担当部 教育

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

元年度実績

一

２年度実績 ３年度実績

般

４年度計画

・空調機（

会

8台）取替 ・空調機（

計

7台）取替 ・空調機（

南

18台）取替 ・空調機

部

（14台）取替
・電話

生

交換設備取替 ・屋上防

涯

水改修 ・給湯温水設備

学

改修 ・外壁改修
・シャ

習

ワー便座設置 ・駐輪場

セ

増設 ・駐車場等整備 ・

ン

屋上防水改修
・防犯カ

タ

メラ増設 ・外壁調査 ・

ー

喫煙室撤去

　老朽化し

施

た施設又は設備を補修

設

し、施設を良好な状態

改

に保ち、安全で快適な

修

施設を維持することが

事

できた。

成果

　施設又

業

は設備の老朽化に伴い

担

、計画的かつ適切に改

当

修を行っていく必要が

課

ある。

課題

指標名称（

生

単位）
実績値 目標値

元

涯

年度 ２年度 ３年度 ４年

学

度 ６年度

成果 南部生涯

習

学習センター稼働率（

課

％） 41.5 29.0

款

36.3 30.0 40

項

.0
指標
成果 南部生涯

目

学習センター利用者数

担

（人） 44,730 2

当

5,914 36,47

係

3 30,000 40,

施

000
指標

他市との
比

設

較検証

係



1

年度

成果 北部生涯学習

0

センター稼働率（％）

5

30.3 24.7 32

1

.3 32.0 35.0

1

指標
成果 北部生涯学習センター利用者数（人） 64,937 35,219 47,673 50,000 70,000
指標

知立市文化会館　花しょうぶホール　293席
他市との 安城市アンフォーレ　ホール　255席
比較検証 碧南市芸術文化ホール　エメラルドホール　452席

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 41,925 16,799 4,473 4,309 合計 4,472,600 円
工事請負費 4,472,600 円

財
　
源

特定財源 27,714 0 0 0

一般財源 14,211 16,799 4,473 4,309

職員人件費　② 1,348 1,232 1,022 1,250

総事業費（①＋②） 43,273 18,031 5,495 5,559

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和４

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 教

令

育文化

基本施策 生涯学

和

習
施策体系

施策の内容

３

生涯学習施設の利用促

年

進

目
　
　
　
的

　北部生

度

涯学習センターの施設

評

又は設備の老

主
た
る
内

価

容

○施設又は設備の改

）

修工事
朽化に伴う改修

刈

等を行うことで、安全

谷

で快適 ○施設又は設備

市

の修繕
な施設を維持す

事

る。

位
置
づ
け

関連計画

務

刈谷市生涯学習推進計

事

画、刈谷市公共施設等

業

総合管理計画、刈谷市

評

公共施設維持保全計画

価

根拠法令 刈谷市生涯学

シ

習センター条例、刈谷

ー

市生涯学習センター条

ト

例施行規則

対象者 対象

（

者を限定せず 事業期間

様

～

実施方法 ■直営　■

式

委託　□指定管理　□

１

補助・助成　□その他

）

会計名 担当部 教育

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

部

績

元年度実績 ２年度実

一

績 ３年度実績 ４年度計

般

画

・メインホール舞台

会

音響設備 ・メインホー

計

ル緞帳修繕 ・駐車場改

北

修 ・多目的ホール他Ｌ

部

ＡＮ設置
　改修（調整

生

ミキサー卓等） ・空調

涯

設備自動制御装置取替

学

・音響改修 ・メインホ

習

ール雨水管改修
・防犯

セ

カメラ設置 ・自家発電

ン

機始動用蓄電池取 ・中

タ

央監視ＵＰＳ取替
・非

ー

常用蓄電池触媒栓取替

施

　替 ・点検口設置
・電

設

話交換機取替
・メイン

改

ホール及び多目的ホ
　

修

ール音響設備改修

　老

事

朽化した施設又は設備

業

を改修し、施設を良好

担

な状態に保ち、安全で

当

快適な施設を維持する

課

ことができた。

成果

　

生

県が平成2年に開館し

涯

た施設（愛知県勤労福

学

祉会館）の譲渡を受け

習

、市が生涯学習センタ

課

ーとして転用利用して

款

いる施

設であるため、

項

施設又は設備の老朽化

目

により不具合が生じて

担

いる。適切な時期に予

当

防保全を実施し、長寿

係

命化を図る必要
課題

が

施

ある。

指標名称（単位

設

）
実績値 目標値

元年度

係

２年度 ３年度 ４年度 ６



証 碧南市芸術文化ホール　エメラルドホール　452席
岡崎市民会館　あおいホール　1,100席

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 482,038 477,904 515,605 547,935 合計 515,605,225 円
需用費 65,498,778 円

財
　
源

特定財源 110,506 62,606 91,802 117,540 役務費 729,150 円
委託料 434,757,600 円

一般財源 371,532 415,298 423,803 430,395 使用料及び賃借料
3,971,197 円

職員人件費　② 1,964 1,493 2,877 1,970 備品購入費 10,588,600 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 484,002 479,397 518,482 549,905 交付金 59,900 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0 中央生涯学習センター使用料
総合文化ｾﾝﾀｰ駐車場使用料

５年

Ｄ

度以降の事業費見込 0

　

行政財産目的外使用料

　

ホール使用料

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

４

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 生涯学

令

習
施策体系

施策の内容

和

生涯学習施設の利用促

３

進

目
　
　
　
的

　指定管

年

理者により、適切に総

度

合文化センタ

主
た
る
内

評

容

○総合文化センター

価

の管理運営
ーの管理運

）

営を行い、生涯学習の

刈

機会及び文
化芸術活動

谷

の発表の場を提供する

市

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

事

谷市生涯学習推進計画

務

、刈谷市文化振興基本

事

計画

根拠法令 刈谷市総

業

合文化センター条例、

評

刈谷市民ホール条例、

価

刈谷市生涯学習センタ

シ

ー条例ほか

対象者 対象

ー

者を限定せず 事業期間

ト

平成２１年度 ～

実施方

（

法 ■直営　■委託　■

様

指定管理　□補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　

教

事
　
業
　
実
　
績

元年度

育

実績 ２年度実績 ３年度

部

実績 ４年度計画

・指定

一

管理者による管理運営

般

・指定管理者による管

会

理運営 ・指定管理者に

計

よる管理運営 ・指定管

施

理者による管理運営
・

設

施設又は設備の修繕 ・

管

施設又は設備の修繕 ・

理

施設又は設備の修繕 ・

事

施設又は設備の修繕

　

業

生涯学習及び文化芸術

担

の拠点として、指定管

当

理者により適切に施設

課

の管理運営を行い、生

生

涯学習の推進及び文化

涯

芸術の

成果
振興に寄与

学

した。

　指定管理者に

習

より適切に施設の管理

課

運営が行われるようモ

款

ニタリングを実施し、

項

指定管理者への指導等

目

を行っていく必

要があ

担

る。
課題

指標名称（単

当

位）
実績値 目標値

元年

係

度 ２年度 ３年度 ４年度

施

６年度

成果 大ホール稼

設

働率（％） 70.5 3

係

4.9 64.6 65.

1

0 80.0
指標
成果 総

0

合文化センターに対す

5

る満足度（％） 97.

1

3 97.9 98.2 9

2

0.0 90.0
指標

知立市文化会館　かきつばたホール　1,004席
他市との 安城市民会館　サルビアホール　1,200席
比較検



エメラルドホール　452席
岡崎市民会館　あおいホール　1,100席

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 18,637 12,276 726 0 合計 726,000 円
需用費 726,000 円

財
　
源

特定財源 0 5,527 0 0

一般財源 18,637 6,749 726 0

職員人件費　② 1,348 635 265 0

総事業費（①＋②） 19,985 12,911 991 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３年度特定財源名称

３年度までの累積事業費 0

５年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

４

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 生涯学

令

習
施策体系

施策の内容

和

生涯学習施設の利用促

３

進

目
　
　
　
的

　総合文

年

化センターの施設又は

度

設備の老朽化

主
た
る
内

評

容

○施設又は設備の修

価

繕
に伴う補修を行うこ

）

とで、安全で快適な施

刈

設
を維持する。

位
置
づ

谷

け

関連計画 刈谷市生涯

市

学習推進計画、刈谷市

事

文化振興基本計画

根拠

務

法令 刈谷市総合文化セ

事

ンター条例、刈谷市民

業

ホール条例、刈谷市生

評

涯学習センター条例ほ

価

か

対象者 対象者を限定

シ

せず 事業期間 平成２７

ー

年度 ～ 令和３年度

実施

ト

方法 ■直営　■委託　

（

□指定管理　□補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

元年

教

度実績 ２年度実績 ３年

育

度実績 ４年度計画

・冷

部

温水発生機ＲＨ－１修

一

繕 ・冷温水発生機ＲＨ

般

－３修繕 ・中央監視装

会

置用無停電電源 施設改

計

修事業へ移行
・駐車場

施

エキスパンジョンジ ・

設

舞台照明設備等修繕 　

補

装置修繕
　ョイント蓋

修

修繕
・上水、雑用水加

事

圧給水ポン
　プユニッ

業

ト修繕
・空調機用自動

担

制御ダンパ操
　作器等

当

取替
・直流電源装置蓄

課

電池取替

　老朽化した

生

施設又は設備を補修し

涯

、施設を良好な状態に

学

保ち、安全で快適な施

習

設を維持することがで

課

きた。

成果

　施設又は

款

設備の老朽化に伴い、

項

継続的かつ適切に補修

目

を行っていく必要があ

担

る。

課題

指標名称（単

当

位）
実績値 目標値

元年

係

度 ２年度 ３年度 ４年度

施

６年度

成果 大ホール稼

設

働率（％） 70.5 3

係

4.9 64.6 ― ―
指

1

標
成果 総合文化センタ

0

ーに対する満足度（％

5

） 97.3 97.9 9

1

8.2 ― ―
指標

知立市

2

文化会館　かきつばたホール　1,004席
他市との 安城市民会館　サルビアホール　1,200席
比較検証 碧南市芸術文化ホール　


